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中間レビュー結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：インド 案件名：包括的成長のための製造業経営幹部育成支援プロ

ジェクト 

分野：民間セクター開発 

中小企業育成・裾野産業育

成 

援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（中間レビュー時点）：約 1.31 億円（ただし、2014

年度末までの執行見込み額を含む） 

所轄部署：産業開発・公共政策部 先方関係機関： 

・国家製造業競争力委員会 

 （National Manufacturing Competitiveness Council：NMCC）

・人的資源開発省 

 （Ministry of Human Resource Development：MHRD） 

・インド工業連盟（Confederation of Indian Industry：CII） 

・インド経営大学院カルカッタ校 

 （Indian Institute of Management, Calcutta：IIMC） 

・インド工科大学カンプール校 

 （Indian Institute of Technology, Kanpur：IITK） 

・インド工科大学マドラス校 

 （Indian Institute of Technology, Madras：IITM） 

協力期間：（R/D：2013 年 3 月） 

2013 年 4 月〜2016 年 3

月（3 年間） 

１－１ 協力の背景と概要 

インドの製造業は、過去 20 年間 GDP におけるシェアが 16％前後にとどまるなど、インド政

府が最重要課題ととらえる「包括的な成長」に十分に応えられていない状態が続いている。そ

の一因に、インド製造業の管理職人材の不足、マネジメント能力の低さが挙げられている。ま

た、同国では近年、製造業による環境汚染が深刻化しており、特に中小企業経営者の環境への

意識の低さ、環境対策技術に関する知識不足も課題とされている。さらに、貧困層に寄与し同

時に企業側にも利益をもたらす BOP（Base of Pyramid）層へのビジネス展開への需要も高まり

つつある。 

わが国は技術協力プロジェクト「製造業経営幹部育成支援（ Visionary Leaders for 

Manufacturing：VLFM）プロジェクト」を 2007 年 8 月から 2013 年 3 月まで実施したが、本プ

ロジェクトは同プロジェクトの成果を踏まえて、インド経済の持続的かつ包括的な成長の促進

に寄与するために 2013 年 4 月に開始したものである。本プロジェクトは、VLFM プロジェク

トで構築された経営幹部育成プログラム（VLFM プログラム）の枠組みを基礎とし、製造業分野

の経営幹部育成及び環境配慮と包括的な成長への寄与に資する製造業人材の育成に係る体制の

強化・確立を産学官連携によって図るものである。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標：プロジェクトに参加した企業の競争力と社会的課題への貢献度が高まる。 

 

（2）プロジェクト目標：インドの製造業の経済・経営面のニーズ及び社会的ニーズに応える、
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経営幹部育成のためのプログラムの質の向上及び規模の拡大のための枠組みが構築され

る。 

 

（3）成 果 

1） 経営幹部の能力を強化するための人材育成プログラムの運営・指導者の能力及び運営体

制が強化・拡大される。 

2） 企業間（一次サプライヤーと二次・三次サプライヤー）の互恵関係強化のためのプログ

ラムを拡大していける持続的な実施体制モデルが構築される。 

3） 環境意識の向上と環境配慮型製造の導入を目的とした科目が既存プログラムに導入さ

れる。 

4） 農村の貧困層にも裨益する包括的な社会を実現するためのビジネスに取り組む製造業

の育成プログラムが導入される。 

 

（4）投入（2014 年 11 月末まで） 

日本側： 

・専門家派遣（合計 4 名：36.8M/M） 

a. チーフアドバイザー（短期シャトル派遣）1 名：15 回派遣 

b. 業務調整専門家（長期）1 名 

c. トヨタ生産システム（短期シャトル派遣）1 名：22 回派遣 

d. コーチング（短期）1 名：1 回 

・現地活動費 

インド側： 

・カウンターパートの配置 

・執務室の提供 

・その他必要な施設（研修室・会議室等） 

・プロジェクト経費 

２．中間レビュー調査団の概要 

調査者 
 

担当業務 氏 名 所属/役職 

団 長 田中 章久 JICA 産業開発・公共政策部 

民間セクターグループ 第二チーム 課長

協力企画 戸谷 幸一 JICA 産業開発・公共政策部 

民間セクターグループ 第二チーム 調査

役 

評価分析 岩瀬 信久 有限会社アイエムジー パートナー 
 

調査期間：2014 年 11 月 23 日〜2014 年 12 月 13 日 評価種類：中間レビュー  

３．中間レビュー結果の概要 

３－１ 実績の確認（プロジェクト目標の達成状況） 

プロジェクト目標（「インドの製造業の経済・経営面のニーズ及び社会的ニーズに応える、

経営幹部育成のためのプログラムの質の向上及び規模の拡大のための枠組みが構築される」）
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は全体としてプロジェクト期間中におおむね達成される見込みである。 

本プロジェクト（VLFM プログラム）への参加者数や応募者数の着実な増加（以下の表を参

照）、特に、より広範な製造業セクターや地域からの参加は、強化されつつある VLFM プログ

ラムの存在と評判がより広く認知されるようになってきていることを示している。プロジェク

ト参加企業、CII 及び 3 大学は、プログラムの一層の強化のために、定期的にカリキュラム、

ガイドライン、教材などの見直し・改訂を行っており、インドの製造業界と社会のニーズに対

応できるビジョナリー・リーダーを育成するためのプログラムを提供している。また、VLFM

プログラム参加者を、運営・指導者（モジュール・ガイド、ディレクター、トレーナー、デモ

ンストレーター等）として任命し、育成・訓練することで、自律的かつ持続的に強化・拡大し

ていく仕組みを構築する途上にある。さらに、多くの企業が、VLFM プログラムより得たスキ

ルを生かし、マネジメントの改善（在庫削減、納期順守、生産性向上など）による成功事例や

サクセス・ストーリーを生み出しており、これらが、教材、マニュアル、その他の資料により、

広く宣伝・啓発されている。企業間の協力や産学連携も、各種セミナーやワークショップの開

催、コミュニティ及びプラットフォームの構築（物理的、オンライン上ともに）、出版や広報

を通じた情報発信などの方法で、促進されている。 

 

VLFM プログラム全体の合計参加者数の推移 

 
CSM：Champions for Societal Manufacturing 

Opp.：Opportunity (Training Course under the VLFM Programme)（コース） 

PGPEX-VLM：Postgraduate Programme for Executives, Visionary Leaders for Manufacturing 

VSME：Visionary Small and Medium Enterprise（中小企業改革リーダー） 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：非常に高い 

インド政府は第 12 次 5 カ年計画（2012-2017）や国家製造業政策において雇用創出と高付

加価値化のための製造業の発展が不可欠としており、特に前者で「VLFM のようなプログラ

ムを国家レベルでスケールアップする」と明言している。また、モディ首相は製造業の促進

のために“Made in India, Make in India”をスローガンとして掲げている。これらの国策を達成

し得る、製造業のビジョナリー・リーダー育成プログラムの仕組みの強化、スケールアップ

に対するインド製造企業、CII 及び IIMC、IITK、IITM の 3 大学のニーズは高い。VLFM プロ

グラム開設以来、重視されている産学官連携による協力、プラットフォームの強化は、カウ

07-08 08-09 09-10 10-11 11-12 12-13 13-14 14-15
Opp. A 48 48 48 51 60 80 55 59 449
 (No. of companies) - - - - - - (28) (28) (56)
PGPEX-VLM (Opp. B) 30 32 30 29 34 33 37 38 263
Opp. C 21 14 27 14 20 96
Village Buddha - 16 16
Tier 1 6 13 47 68 75 70 279
Tier 2 28 62 70 67 57 284

78 80 84 142 217 278 248 260 1387
Total Graduated/Graduating 1387

TOTAL

Total

VSME
(Opp. D)

VLFM ProjectJICA Project CSM (the Project)
Year

VLFM

1,387

1,387
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ンターパート（Counterpert：C/P）及びターゲット・グループのニーズに合致している。また、

本プロジェクトは、日本の ODA 政策との整合性という観点からも、わが国の「対インド国

別援助方針」では重点目標として、①経済成長の促進、②貧困の緩和、③人材育成・人的交

流の拡充のための支援、を挙げており、本プロジェクトはこのうち①と③の方針に合致して

いる。 

 

（2）有効性：全体として高い 

特に、成果 1（「経営幹部の能力を強化するための人材育成プログラムの運営・指導者の能

力及び運営体制が強化・拡大される」）と成果 2（「企業間（一次サプライヤーと二次・三次

サプライヤー）の互恵関係強化のためのプログラムを拡大していける持続的な実施体制モデ

ルが構築される」）において着実な活動の進展と成果の発現がみられる。プロジェクト目標

の達成を確実にするためには、新たに開発・運用され始めた社会的プログラムであるビレッ

ジ・ブッダに係る活動の今後の進展と、サクセス・ストーリーの創出・共有等の成果発現が

残り期間内においてみられることが重要である。 

本プロジェクトの成果発現と有効性を高めている要因として、①プロジェクト参加者によ

る「マインドセット（思考様式）の変化（Mindset Change）」と「セルフ・コントロール（克

己心、Self Control）」に係る理解と実践、②強化されたリーダーシップとマネジメント能力を、

製造業や企業の現場において適用・実践する意識と行動の重要性にかかわるプロジェクト参

加者の間での深い理解、③VLFM プログラム卒業生（経営幹部）、企業関係者を VLFM 指導

者及び運営支援要員（モジュール・ガイド、ディレクター、デモンストレーター等）として

活用する仕組みの設立・強化、④成功事例・ベストプラクティスの出版やメディアを通した

効果的な普及・共有によるプログラムの透明性と知名度の向上、等がある。 

 

（3）効率性：高い 

高い専門性、情熱、コミットメントをもつ日本人専門家、自らの役割や責任にかかわる認

識と高いオーナーシップがみられる C/P、インド側を中心に提供された施設、プロジェクト

経費などの投入は、プロジェクトの効率的運営に見合うレベルであり、期待された成果発現

に寄与している。 

 

（4）インパクト：意義ある重要なインパクトをもたらす可能性を有する 

本プロジェクトへの参加企業の多くが業績改善事例をみせており、それらがメディア、出

版物等を通して効果的に広報・啓発されていることで、VLFM プログラムや本プロジェクト

の価値と重要性が広く一般に広まると同時に、今後も継続して周知拡大が続いていくと考え

られる。同時に、強化されたリーダーシップ・スキルをもつプログラム参加者の企業内での

昇進、VLFM コミュニティの規模の拡大、改革リーダーの増加などにより、インドの製造業

全体における競争力と社会的課題への貢献度が高まることが期待される。上位目標達成の外

部条件である「インド政府の製造業強化の政策・方針が継続する」が満足されれば、プロジ

ェクト終了後 3 から 5 年の間に上位目標が達成される見通しはあると考えられる。また、政

府機関の VLFM の価値に対する認識の高まり、日印関係の強化、本プロジェクト参加機関へ

の評判の高まりなどの正のインパクトもみられる。 
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（5）持続性：やや高い 

インドの製造業重視の政策・姿勢は継続しており政策・制度面での持続性は高い。本プロ

ジェクトと VLFM プログラムが同国の包括的成長を促進するための有効な概念・手法である

ことが広く関係省庁、製造企業に認知され始めており、政府による本プロジェクトの監督・

指導体制に係る安定性が確保されれば、さらに持続性が担保される。組織面では、プロジェ

クト参加企業、CII、3 大学が既に改革リーダー育成に係る確固たる運営基盤を形成している。

財務面では、一部の費用（コース A 及び B の参加者に係る本邦研修の費用負担など）につい

ては、本プロジェクト終了後にインド側が負担していくことは困難と予想されるものの、既

に多くの運営費用をインド側が負担しており、今後もこの体制に変化はないと判断する。技

術面では専門家による適切な指導、技術移転によってインド側 C/P の技術的能力が着実に向

上しているものの、日本人専門家による支援・指導や本邦研修（Japan Visit）に依存している

点については、技術的持続性には懸念が残る。 

なお、本プロジェクトの持続性に関して、日本及びインド側のプロジェクト参加者は、

VLFM プログラムが提供・強化している哲学、知識・経験、リーダーシップ・スキルがイン

ド製造業界において自律的に適用・拡大していくことに重点を置いている点に留意が必要で

ある。 

 

３－３ 結 論 

本プロジェクトは前プロジェクトで構築した基盤を生かし、VLFM プログラムの活動をより

強化するとともに新たなプログラムも開始し、日本人専門家の献身的かつ多大な貢献がインド

側ステークホルダーから常に言及、称賛されている。同時に、インド側のプロジェクト参加者、

実施機関関係者それぞれの高いレベルのコミットメントとオーナーシップに支えられ、インド

製造業界において目に見える成功事例を生み出すとともに、同国の社会ニーズへの貢献が今

後、期待される。インド政府及びプロジェクト裨益者のニーズは高く、本プロジェクトの妥当

性は非常に高い。プロジェクト目標達成の見込みは十分にあり、全体的な有効性は高いと判断

する。今後は、残り期間中における諸活動の一層の活性化と指標達成度の着実な向上が求めら

れる。専門家、C/P、その他の投入が、期待された成果発現に適切に転換されており、プロジ

ェクトの効率性は高い。また、中期的視点では、意義ある重要なインパクト発現の可能性が高

い。技術的側面を中心にいくつかの課題はあるものの、本プロジェクトの持続性は中間レビュ

ー時点で比較的、高いと判断する。 

 

３－４ 提 言 

（1）上級経営幹部コース（コース A）の運営及び実施能力強化に現地講師（モジュール・デモ

ンストレーター）の一層の育成強化が欠かせない。そのために、参加企業の多様化を進め

るとともに、講師の資格内容とその制度化（資格認証制度）を検討していくことが必要で

ある。 

 

（2）中級経営幹部コース（コース B）修了生を公的セクターが積極的に採用し、政策の立案や

実施面において VLFM のコンセプトを反映していくことが必要である。 
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（3）VLFM プログラム修了生の人的ネットワーク（同窓会等）を用いて、自主的に製造業の発

展に資する活動（定期的な機関紙の発行や、成功事例経験交流会の開催など）を活性化す

ることが重要である。 

 

（4） インド製造企業の環境意識の向上と環境配慮型製造にかかわる課題への対応については

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の成果 3 から削除

したうえで、成果 1 に係る活動として追加することを提案する。また、プロジェクト目標

及び各成果の達成状況をより適切に把握するうえで、PDM の一部指標及び活動計画（Plan 

of Operation：PO）を改訂し、合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）におい

て承認することを提案する。 

 

３－５ 教 訓 

（1）プロジェクト哲学の共有：プロジェクトが掲げている哲学を共有することで、主体者意識

の強化や参加者の深い関与を促し、有効性の向上や技術移転の効率性を高めることができ

る。 

 

（2）科学的・実験的アプローチ：ビレッジ・ブッダのように、実際の社会のニーズを調査し当

初 PDM にとらわれない柔軟な計画策定や資源配分を行いながら科学的・実験的アプロー

チをとるプロジェクトは、インパクト拡大の潜在性を高める可能性がある。 

 

（3）ブランド構築を通じた成功：ビジョナリー・リーダーの輩出を中核としつつ、独自のロゴ、

出版物/パンフレットのデザイン、VLFM/VSME のポロシャツや帽子等の具体的ツールの開

発・効果的活用によるブランドの構築・維持が、プロジェクトの有効性を高め、インパク

ト拡大をもたらす潜在性を高めている。 
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Summary of the Joint Mid-term Review 
 
1. Outline of the Project 

Country: Republic of India Project Title:  

Champions for Societal Manufacturing (CSM) Issue/Sector: Private Sector 

Development Strategy (PSDS) 

Small and Medium Enterprises 

/Supporting Industries Promotion 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Total Cost: around 131 million yen (including the estimated 

cost until the end of the fiscal year 2014 (end of March 2015))

Division in Charge:  

Industrial Development and Public 

  Policy 

Implementation Organizations:  

 National Manufacturing Competitiveness Council (NMCC)

 Ministry of Human Resource Development (MHRD) 

 Confederation of Indian Industry (CII) 

 Indian Institute of Management Calcutta (IIMC) 

 Indian Institute of Technology Kanpur (IITK) 

 Indian Institute of Technology Madras (IITM) 

Period of Cooperation: 

April 2013 – March 2016 (3 years) 

(Record of Discussions [R/D] 

signed: March 2013)  

1-1. Background of the Project 

Despite its rapid overall economic growth and the development of the service sector, the 

development of Indian manufacturing sector remains to be a challenge for the inclusive growth of the 

country. One of the reasons behind this is due to the lack of managers in the sector and the low 

competence level of their management skills. Moreover, against the backdrop of the rising issue on air, 

water, and soil pollution and degradation caused by the manufacturing companies, demand to develop 

eco-friendly and energy efficient technology/products are high. In addition, “BOP (Base of Pyramid) 

Business” has been gaining wider attention among the Indian companies as a mechanism to develop a 

win-win situation between the clients and themselves. In response to the issue, the Government of 

India and JICA collaboratively implemented the VLFM Project from August 2007 until March 2013. 

Following the satisfactory achievements of the above mentioned VLFM Project and its programmes, 

the Government of Japan has implemented a three-year Project on “Champions for Societal 

Manufacturing (CSM)” since April 2013. Building on the existing VLFM programme successes, the 

Project stresses on upgrading and scaling up the framework to foster Visionary Leaders, which will 

lead to the country’s inclusive growth and contribution to the society through revolutionizing the 

Indian manufacturing enterprises. The Project will not only produce future visionary top leaders of the 

manufacturing industry, but will also strengthen the programmes by establishing a framework to 

develop VLFM faculties and managers with the support of the project-participating companies and the 

VLFM graduates.  

 

1-2. Project Overview 

(1) Overall Goal: Competitiveness and social contribution of Indian manufacturing enterprises that 

were involved in this Project is enhanced. 

(2) Project Purpose: The framework to upgrade and scale up programs for fostering visionary 

leaders which meets the managerial needs of the Indian manufacturing industry and social needs 
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in the Indian society is established. 

(3) Outputs 

1) Capacity of faculty and the management system of the programmes for visionary leaders 

(VLFM programmes) are strengthened. 

2) Sustainable implementation structure model to expand the programmes for win-win 

relationship between large and medium/small enterprises (VSME programme) is built. 

3) A module/subject to improve awareness on environment and to introduce clean manufacturing 

is developed 

4) A program to engage manufacturing enterprises to realize inclusive Indian society is 

developed. 
 

1-3. Inputs (Until the end of November 2014) 

The Japanese Side: 

 Japanese Experts: Four (4) JICA Experts (36.8 Man Months M/M) 

a. Chief Advisor (Short-term): 15 missions 

b. Project Coordinator (Long-term) 

c. Expert for TPS (Toyota Production System) (Short-term): 22 missions 

d. Expert for Coaching Method (Short-term): One (1) mission 

 Operational expenses 

The Indian Side: 

 Assignment of C/Ps 

 Provision of offices 

 Provision of facilities (Training rooms, classrooms and meeting rooms, etc.) 

 Project expenses  

2. Mid-term Review Team 

Members  

of the 

Review 

Team 

 

Name Title Organization 

Mr. Akihisa 

TANAKA 

Leader Director, Team 2, Private Sector Development Group, 

Industrial Development and Public Policy Department, 

JICA 

Mr. Koichi 

TOYA 

Cooperation 

Planning 

Assistant Director, Team 2, Private Sector Development 

Group, Industrial Development and Public Policy 

Department, JICA 

Mr. Nobuhisa 

IWASE 

Evaluation 

Analysis 

Partner, IMG Inc. 

 

Evaluation 

Period: 

From November 23rd to December 13th, 

2014 

Type of Evaluation:  Mid-term Review  
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3. Evaluation Results of the Mid-term Review 

3-1. Achievements of the Project Purpose 

Prospect of the Project Purpose being achieved (“The framework to upgrade and scale up programs 

for fostering visionary leaders which meet managerial needs from Indian manufacturing industry and 

social needs in Indian society is established.”) is high as a whole. 

The rise in the number of participants and applications received from wider range of manufacturing 

sectors and areas across the country is a sign of increasing visibility and reputation of the enhanced 

VLFM programmes. Project-participating companies, CII and the Academia are proactively reviewing 

the curriculums, guidelines, materials of their programmes, making necessary changes according to the 

evolving demands of the Indian manufacturing industry. They are also incorporating VLFM graduates 

as faculties (e.g. module guides/directors/demonstrators, etc.), thereby securing an independent and 

sustainable operational system for the VLFM programmes. Many companies and factories have already 

succeeded in improving their management performances by applying the skills and leanings acquired 

through the VLFM programmes. These achievements have been compiled in textbooks and class 

materials as Success Stories and are bing promulgated to a wider and diverse audience. Cooperation 

among manufacturing companies and between the industry and the Academia is seen from a multitude 

of activities carried out in the past years such as holding conferences and workshops, developing 

communities/platforms both physical and virtual (on-line), publications, and press release.  

Total number of graduates from the programmes 

 

 

3-2. Summary of the Evaluation Result 

(1) Relevance: Very high 

The Twelfth Five Year Plan 2012-2017 refers to the necessity to the promotion of the Indian 

manufacturing industry, stressing on “Scaling up programmes such as Visionary Leadership for 

Manufacturing (VLFM) at the national level”, and the country has just recently raised the slogan

“Made in India, Make in India” to accelerate the development of the manufacturing industry. In order 

to meet these national strategies, the willingness of the CII and the three Institutes: IIMC, IITK, IITM, 

to provide high quality programmes for the enhancement of the senior and middle managers’ visionary 

leadership and management skills is high. The Project is also consistent with Japan’s Country 

Assistance Programme for India announced in 2006.  

 

 

07-08 08-09 09-10 10-11 11-12 12-13 13-14 14-15
Opp. A 48 48 48 51 60 80 55 59 449
 (No. of companies) - - - - - - (28) (28) (56)
PGPEX-VLM (Opp. B) 30 32 30 29 34 33 37 38 263
Opp. C 21 14 27 14 20 96
Village Buddha - 16 16
Tier 1 6 13 47 68 75 70 279
Tier 2 28 62 70 67 57 284

78 80 84 142 217 278 248 260 1387
Total Graduated/Graduating 1387

TOTAL

Total

VSME
(Opp. D)

VLFM ProjectJICA Project CSM (the Project)
Year

VLFM
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(2) Effectiveness: High as a whole 

Among the Output areas, there have been steady achievements produced especially under Outputs 1 

and 2. However, the Project’s effectiveness also depends on the progress and the Success Stories which 

will be derived from the recently introduced Village Buddha programme in the remaining period. 

The contributing factor to the high effectiveness of the programme owes to a) participants’ full 

understanding and practicing of the “Mindset change” and “Self-control” philosophy, b) understanding 

among the stakeholders on the importance of applying the enhanced leadership and management skills 

of the VLFM participants on the ground, c) utilizing the graduates of VLFM programmes as VLFM 

faculties (module guides/directors/demonstrators), d) heightening the programmes’ transparency and 

credibility by disseminating and sharing Success Stories and best practices to a wider audience.  

 

(3) Efficiency: High 

The inputs of 4 passionate and dedicated Experts in transmitting their knowledge to the Project 

stakeholders, and fully committed C/Ps in supporting the Project by offering their human resources and 

facilities (training rooms, equipment and classrooms) were appropriate to generate expected Outputs 

efficiently.  

 

(4) Impact: The Project has a potential to bring about a significant impact. 

Success Stories and improved business performances of the Indian manufacturing companies 

having participated in the Project are being showcased on the public media, published books and 

through other means, and the value and importance of the VLFM Programme and the Project activities 

are being and will be widely acknowledged. Additionally, positive impacts on the overall competence 

of the Indian manufacturing industry are expected to show: e.g. VLFM alumni having acquired the 

necessary leadership skills being promoted within their company, the expanding of the VLFM 

community, and the increase in Visionary Leaders. If the relevant stakeholders will continue their 

efforts and the Government of India will continue its policy on strengthening the manufacturing sector, 

which is an important assumption described in the PDM, the Project is expected to achieve the Overall 

Goal in 3 to 5 years after its completion. Other positive impacts have been seen such as the increase in 

awareness on the value of the VLFM programme by the Government organizations, strengthening of 

the relationship between India and Japan, and increased reputation of the academia participating in the 

Project. 

 

(5) Sustainability: Relatively high 

The institutional aspect of the Project’s sustainability is high as the VLFM programme is 

acknowledged by the government and the stakeholders as a valid mean to attain the country’s inclusive 

growth. On an organizational aspect, the Project-participating companies and CII have established a 

solid foundation for the development of visionary leaders which is likely to continue after the 

termination of the Project. Financial sustainability of the Project is generally high since many of the 

activities are financed by the Indian side except for the Japan Visits. There has been appropriate 

transfer of technical know-how from the Japanese side to the Indian C/Ps, however, the dependency of 
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the Indian side on the Experts and Japan Visit is still present, and thus the technical sustainability 

remains a challenge.  

It should also be noted that the VLFM Programme puts an emphasis on how philosophy, knowledge 

and leadership skills enhanced by the programme will be sustainably applied and expanded to the 

Indian manufacturing industry. 

 

3-3. Conclusion 

The Project is for the mean time receiving much support of the Experts whose dedication and great 

contribution to the Project is highly praised and appreciated by the Indian stakeholders. At the same 

time, high level of commitment and ownership of each participant and Project administrating bodies on 

the Indian side have yielded visible Success Stories in the manufacturing industry, and notable benefits 

upon the social needs of the country is expected to emerge. The needs of the Government of India and 

of the beneficiaries make the Project’s relevance very high. The effectiveness of the Project is 

evaluated to be high as a whole, since there is good prospect of achieving the Project Purpose although 

it also depends on the progress of some of the unachieved indicators in the remaining period. Experts, 

C/P and other relevant inputs have been converted to generating expected Outputs, which gives 

efficiency a high mark. With a relatively good prospect to achieve the Overall Goal, significant impact 

is expected in a medium-term. Some issues remain mainly in the technical aspects; however, the 

sustainability of the Project is evaluated to be relatively high at the time of the Mid-term Review. 

 

3-4. Recommendations 

1) In order to strengthen the management and operational capacity of Opp. A, fostering the 

competence of the module demonstrators through encouraging the participation of companies 

from a wider and diverse sectors, as well as probing for the possibility of developing a 

certification system for the faculties is recommended.  

2) To date, there have not been any alumni out of the 225 graduates recruited by Governmental 

organizations and state-owned enterprise thus far. Owing to the fact that the development of 

the manufacturing sector is a high priority in the Government agenda, it is advisable to 

effectively utilize the graduates of the VLFM program for the policymaking and 

implementation process to further enhance the competitiveness of the manufacturing sector.  

3) In order to create a cycle of theory and practice under the VLFM programmes, it is advised that 

the alumni network and activities be further promoted (e.g. issuing quarterly journal and 

holding events to share experiences and learnings among the members).  

4) Considering the progress on Output 3, it is proposed that activities on the environmental and 

clean manufacturing are transferred to Output 1. It is also confirmed that the modification on 

PDM and PO be made and be approved at the JCC Meeting.  

 

3-5. Lessons Learned 

1) Sharing of philosophy: Sharing a common philosophy (spirits) as a prerequisite to joining the 

programme increases the ownership and commitment of the participants, which leads to an 
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effective and efficient technical transfer under the Project. 

2) Scientific and experimental approach: As in the case of Village Buddha programme, 

challenging and experimental task (Output) has been developed. Project implementation with 

flexibility in planning and resource allocation creates new activities that were not described in 

the original PDM. This approach contributes to the increase in potential for the Project’s 

impact. 

3) Success through branding: The Project made the most efforts on establishing the “VLFM 

Brand”. Generation of visionary leaders is a core element for its branding. With an effective 

use of branding tools such as original logo, design of brochure/publication and shirts/caps of 

VLFM/VSME, this branding strategy brings about increases in effectiveness and potentials for 

impact. 
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第１章 中間レビューの概要 
 

１－１ 目 的 

インドの GDP における製造業シェアは過去 20 年間 16％前後にとどまっており、国の急速な人

口増加に見合う雇用吸収の役割を果たせていない。また、製造業の環境への配慮や貧困削減への

意識も低く、インド政府の掲げる「包括的な成長」の妨げの要因となっている（プロジェクトの

背景の詳細については２－１節を参照）。 

本プロジェクト（「包括的成長のための製造業経営幹部育成支援プロジェクト」）は、製造業に

おける管理職（マネジャー）、特にインド製造業振興をリードする将来の経営幹部（ビジョナリー・

リーダー）の育成・能力強化を目的として 2007 年 8 月から 2013 年 3 月まで実施された技術協力

プロジェクト「製造業経営幹部育成支援（Visionary Leaders for Manufacturing：VLFM）プロジェ

クト」の成功を踏まえて、2013 年 4 月に開始された。本プロジェクトは特に、経営幹部育成に係

るプログラム参加者及び参加企業の運営・指導者としての育成と、持続的な制度の確立に留意す

る。 

今般、プロジェクトが中間点を迎えていることから、2014 年 11 月 23 日から 12 月 13 日（現地

日程）まで、インド側と合同で中間レビューを実施した。 

本中間レビューの目的は以下のとおりである。 

① これまでのプロジェクト活動について、討議議事録（Record of Discussions：R/D）（2013

年 3 月付）に基づき、実績と実施プロセスを検証する。 

② 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から分析し、日本人

専門家、インド側関係者と協議する。 

③ 検証・分析結果を踏まえ、日本側・インド側関係者の双方に対し、必要な提言を行い、プ

ロジェクト後半の活動計画について協議する。 

④ 関係者との協議結果を踏まえ、必要に応じて、プロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）及び活動計画（PO）の改訂を提案する。 

⑤ 以上を取りまとめて、合同中間レビュー報告書（案）を作成し、インド側と協議のうえ、

協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）として署名交換する。 

 

１－２ 評価項目 

本中間レビューは「新 JICA 事業評価ガイドライン 第 1 版」（2010 年 6 月）に基づいて実施し

た。以下の評価 5 項目の観点から中間レビューにおける評価を行った。 

① 妥当性：プロジェクト目標や上位目標がインドの政策やわが国の援助政策との整合性がと

れているか、ターゲット・グループのニーズと合致しているかなど、プロジェク

トの正当性・必要性を検証、判断する。 

② 有効性：プロジェクト目標が計画どおり達成されるか、プロジェクト目標の達成が成果の

達成によって引き起こされるものかなどにより、プロジェクトの実施によってタ

ーゲット・グループに便益がどのようにもたらされているかを検証し判断する。 

③ 効率性：プロジェクトが効果的に投入資源を活用したかという観点から、投入実績と成果

達成の状況を踏まえて、投入（インプット）がどのように効率的に成果（アウト

プット）に転換されたかを検証・評価する。 
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④ インパクト：上位目標達成の見込みとプロジェクト実施によりもたらされる長期的・間接

的な効果や波及効果の有無を検証し判断する。 

⑤ 持続性：政策・制度面、組織面、財務面、技術面の観点から、プロジェクト終了後、プロ

ジェクトで発現した効果がどのように定着・持続するかについて検証・評価する。  

評価 5 項目と PDM（上位目標、プロジェクト目標、成果、活動、投入）との関係は図－１に示

されるとおりである。 

 
図－１ 評価 5 項目と PDM との関係 

 

１－３ 調査方法 

本中間レビューでは、プロジェクト・デザイン・マトリックス version 1（Project Design Matrix 

version 1：PDM1）で定義されている指標（objectively verifiable indicator：OVIs）（付属資料１．Joint 

Report on the Mid-Term Review の ANNEX 1 を参照）に係るデータ・情報や、その他のプロジェク

ト関連データ・情報を入手、分析した。また、中間レビュー調査団は、プロジェクトサイトを訪

問し、インド側プロジェクト関係者と関連機関、日本人専門家に対する面談調査を実施した。本

中間レビューでは以下の情報源を活用した。 

① 以下のものを含む、プロジェクト実施前及びプロジェクト期間中にインド、日本側の双方

によって合意された文書 

・ 討議議事録（R/D） 

・ 協議議事録（M/M） 

・ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

・ 活動計画（P/O） 

② 双方の投入及び活動実績に係る記録 

③ プロジェクトの成果及びプロジェクト目標の達成度に係るデータ及び統計 

④ プロジェクト報告書及びプロジェクト関連の文書 

⑤ プロジェクト・カウンターパート（C/P）、日本人専門家、その他プロジェクト関係者に対

する面談調査 

 

Overall Goal

Project Purpose

Activities

Inputs

Outputs

Achievements

Implementation 
Process

Impact

Effectiveness

Efficiency

Sustainability

Relevance
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１－４ 合同評価メンバー 

担当業務 氏 名 所属/役職 

団 長 田中 章久 JICA 産業開発・公共政策部  

民間セクターグループ 第二チーム 課長 

協力企画 戸谷 幸一 JICA 産業開発・公共政策部  

民間セクターグループ 第二チーム 調査役 

評価分析 岩瀬 信久 有限会社アイエムジー パートナー 

 

１－５ 中間レビュー日程 

本中間レビューは 2014 年 11 月 23 日から 12 月 13 日までの日程（現地調査期間）で実施した（詳

細日程は付属資料１．Joint Report on the Mid-Term Review の ANNEX 2 を参照）。なお、2015 年 1

月 15 日に、インド側のプロジェクトの実施運営に係る意思決定機関であり、産官学の各 C/P 機関

で構成される APEX Committee が開催され、出席者の総意として、Joint Report on the Mid-Term 

Review の内容について了解が得られた（詳細は付属資料２．M/M of Apex Committee Meeting of 

CSM on 15th January 2015 を参照）。 
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第２章 プロジェクトの背景 
 

２－１ 背 景 

1991 年の経済自由化開始以来、インドは急速な経済成長を遂げているが、その成長は情報通信

産業を中心とするサービス産業の急速な発展に牽引されたものであり、製造業の発展は相対的に

遅れている。GDP における製造業シェアは過去 20 年間 16％前後にとどまっており、中国や東南

アジア諸国に比べ製造業のポテンシャルはいまだ十分に生かされていない状態である。また、2005

年以降、製造業の雇用数は減少しており、本来、農村部の余剰労働力を受け入れるべき製造業は

雇用吸収の役割を果たしていない。このような状況を改善し、インド経済の持続的かつ包括的な

成長を進めるために製造業を発展させることは、インドにとって喫緊の課題である。こうした状

況を受け、インド政府は 2004 年に国家製造業競争力委員会（National Manufacturing Competitiveness 

Council：NMCC）を設立し、製造業の競争力強化に取り組んでいる。 

インド製造業の課題の一つは、製造業のマネジメントの改善である。2008 年において製造業企

業の管理職（マネジャー）の数は約 500 万人であったが、製造業の成長率を年 12～13％と想定す

ると、2025 年までに新たに約 800 万人の管理職が必要となる。しかしながら、工学系及び経営系

の大学卒業生が製造業企業に就職する割合は高くなく、管理職人材の需要と供給に大きなギャッ

プが生じており、経営上の課題となっている。 

加えて、インドでは近年、大気・水質汚染、土壌劣化等の環境汚染が深刻化しており、その最

大の原因は製造業によるものである。政府は規制強化や環境に配慮した生産技術・機器の採用の

奨励等を進めているが、特に中小企業経営者の環境への意識はいまだ低く、環境対策技術に関す

る知識も不足しているのが現状である。また、製造業の効率性を高めるために、省資源も一つの

課題となっている。さらに、貧困層に寄与し同時に企業側にも利益をもたらす BOP（Base of 

Pyramid）層へのビジネス展開が企業経営者の間で注目を集めており、貧困層を対象とした製造業

ビジネスの拡大も期待されている。このように、社会的な要請にも貢献し得る製造業経営幹部人

材の育成は、インド政府が最重要課題ととらえる「包括的な成長」を実現する手段としても非常

に重要な課題である。 

わが国は、インド政府の要請を受けて、2007 年 8 月から 2013 年 3 月まで技術協力プロジェク

ト「製造業経営幹部育成支援（Visionary Leaders for Manufacturing：VLFM）プロジェクト」を実

施し、これまでに 900 名近くの経営幹部を育成する等の成果を上げた。 

この成果を踏まえて、2013 年 4 月に開始された本プロジェクトは、VLFM プロジェクトで構築

された経営幹部育成プログラムの枠組みを基礎とし、プログラムへの参加企業と卒業生のコミュ

ニティの協力を得ながら、同枠組みにおける運営・指導者の育成とその制度の確立に注力しつつ、

製造業の課題である環境配慮と包括的な成長への寄与という新たな分野を付加することによっ

て、同プログラムの強化・拡大を図るものである。これにより、インド政府が国家目標として掲

げる包括的かつ持続可能な発展に、製造業の発展を通じて貢献することをめざしている。 

 

２－２ プロジェクトの概要 

（1）上位目標 

プロジェクトに参加した企業の競争力と社会的課題への貢献度が高まる。 
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（2）プロジェクト目標 

インドの製造業の経済・経営面のニーズ及び社会的ニーズに応える、経営幹部育成のため

のプログラムの質の向上及び規模の拡大のための枠組みが構築される。 

 

（3）成 果 

1） 経営幹部の能力を強化するための人材育成プログラムの運営・指導者の能力及び運営体

制が強化・拡大される。 

2） 企業間（一次サプライヤーと二次・三次サプライヤー）の互恵関係強化のためのプログ

ラムを拡大していける持続的な実施体制モデルが構築される。 

3） 環境意識の向上と環境配慮型製造の導入を目的とした科目が既存プログラムに導入され

る。 

4） 農村の貧困層にも裨益する包括的な社会を実現するためのビジネスに取り組む製造業の

育成プログラムが導入される。 

 

（4）実施期間 

2013 年 4 月から 2016 年 3 月まで（3 年間） 

 

（5）プロジェクトサイト 

インド全土。具体的な活動地域は VLFM プロジェクトで活動を行ってきたコルカタ、ムン

バイ、チェンナイ、カンプール、プネ、グルガオンとなるが、その他の地域についても必要

に応じて対象となり得る。 

 

（6）実施機関 

インド製造業競争力委員会（National Manufacturing Competitiveness Council：NMCC） 

人的資源開発省（Ministry of Human Resource Development：MHRD） 

インド工業連盟（Confederation of Indian Industry：CII） 

インド経営大学院カルカッタ校（Indian Institute of Management, Calcutta：IIMC） 

インド工科大学カンプール校（Indian Institute of Technology, Kanpur：IITK） 

インド工科大学マドラス校（Indian Institute of Technology, Madras：IITM） 

 

（7）ターゲット・グループ 

CII、 IIMC、IITK、IITM、及びインド製造業界 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

（1）日本側 

1） 日本人専門家の配置 

プロジェクト開始から 2014 年 11 月末までに 4 名の専門家（合計 36.8M/M）が派遣され

た（付属資料１．Joint Report on the Mid-Term Review の ANNEX 4-1 を参照）。なお、2014

年 12 月に「グリーン・マニュファクチャリング」に係る専門家 1 名の派遣が予定されて

いる。 

2） インド側プロジェクト関係者の本邦研修 

日本側投入の一環として、日本での 2 回にわたる研修が実施された。合計 95 名のイン

ド人プロジェクト関係者が本邦研修を受けている（表－１参照）。 

 

    表－１ インド人プロジェクト関係者の本邦研修参加人数 

コース名 コース A（Opp. A）1 コース B（Opp. B）2 

期 7 期 7 期 

参加者数 58 名 37 名 

期 間 2014 年 5 月 19 日～27 日 2014 年 2 月 23 日～3 月 7 日 

 

3） 機材供与 

プロジェクトに必要な機材は、先行プロジェクト（VLFM プロジェクト）で供与されて

いることから、本プロジェクト開始から現在までに新たな機材は供与されていない。 

 

（2）インド側 

1） インド人 C/P の配置 

本プロジェクトにおける主要なステークホルダーは付属資料１．Joint Report on the 

Mid-Term Review の ANNEX 4-2(a)に示されているとおりである。 

プロジェクトの実施については、CII が VLFM プログラムの実施機関として、コース A、

C、VSME プログラム3の管理・調整機能を果たしている。これを行うために CII（事務局）

には現在 7 名のスタッフが配置されている。コース B を管轄する IIMC の PGPEX-VLM 本

部には現在 5 名、IITK と IITM に 1 名ずつスタッフが配置されている。 

インド製造企業、特に先行案件の VLFM プロジェクト開始時より継続して参画・協力し

ている主要製造企業から、合計 33 名の上級経営幹部が、本プロジェクトのモジュール・

ガイド（4 名）、モジュール・ディレクター（9 名）、モジュール・デモンストレーター（20

名）4として派遣されている（付属資料１．Joint Report on the Mid-Term Review の ANNEX 

                                                        
1 「上級経営幹部コース」と称し、CII によって計画・運営されている。 
2 「中級経営幹部コース」または「PGPEX-VLM（Postgraduate Programme for Executives, Visionary Leaders for Manufacturing）」
と称し、Post Graduate レベルの 1 年間のフルタイム・プログラムで 3 大学によって計画・運営されている。 

3 コース D（Opp. D）または「中小企業育成プログラム」と称することもある。 
4 モジュール・ガイド、モジュール・ディレクター、モジュール・デモンストレーターは、専門家の指導・助言の下で、各モ

ジュールの計画、ガイダンス、講義（デモンストレーション）を実施する教官を指す。 
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4-2(b)を参照）。 

 

2） 施 設 

本プロジェクトに参加する主要企業がコース A、C、VSME プログラムの研修に必要な

施設を、CII を通して提供している。Godrej & Boice Mfg が VLFM プログラムの主要研修施

設としてムンバイにある Naoroji Godrej Centre of Excellence を提供し（一つの大教室と三つ

の執務室を有する）、Sona グループは自社の研修施設を VSME プログラム用に提供してい

る。また、TVS Motors は成果 4（ビレッジ・ブッダ・プログラム）の活動のために、新た

に研修施設を自社敷地内に建設した。 

3 大学（IIMC、IITK、IITM）すべてが、本プロジェクトで実施されるコース B（PGPEX-VLM

プログラム）の運営に必要な施設・教室などの提供と改善を継続して行った（注：3 大学

については以下、「アカデミア」と称する場合もある）。 

 

３－２ 活動実績と成果の達成状況 

四つの成果に係る活動と各指標の達成状況、及び今後の見通しは次のとおりである。 

 

成果 1：経営幹部の能力を強化するための人材育成プログラムの運営・指導者の能力及び運営

体制が強化・拡大される。 

指 標 活動と達成度 

1-1. 運営・指導者研修

プログラムに対す

る参加者による評

価 

1．VLFM プログラムの支柱であるコース A（Opp. A）は、ビジョナリ

ー・トップ・リーダーの持続的育成のためのエンジン役として機能

している。コース A の運営に関して、33 名のモジュール・ガイド、

モジュール・ディレクター、モジュール・デモンストレーターが、

プロジェクト参加企業のなかから指名され、運営・指導者として訓

練を受けている。中間レビュー時点で、コース A の大部分がイン

ド人運営・指導者によって実施されている。 

2．専門家の指導・助言の下で行われる、各モジュールの計画や運営に

関する実践的なオン・ザ・ジョブ・トレーニング（On-the-Job 

Training：OJT）（クラスでの指導やデモンストレーション）に対す

る、インド人運営・指導者の評価は高く、今後も運営・指導者とし

てプロジェクトに貢献する意欲が高いことが、面談調査で確認され

た。 

3．3 名の専門家がコース B（Opp. B）の三つのセッションを実施した

が、それを通じて、参加した VLFM 運営・指導者が各セッション

の計画・運営をどのように行っていくべきかについて OJT が行わ

れた。現在、チーフ・アドバイザーが実施している BTM

（Breakthrough Management）セッションの実施に備えるために、当

該セッションの将来の運営・指導者としてアカデミアと産業界から

10 名が指名される予定となっている。また、コース B のバッチ 7

と 8 では、3 大学の教官とともに、製造企業の上級幹部（トップ級）
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が運営・指導補助員として参加した。 

1-2. 産学連携の事例 1．産業界から 5 名のトップレベルの経営者（コース A 卒業生）が、

2014 年のコース B に 2 週間参加し、専門家によるコース運営に協

力した。 

2．Sona Koyo Steering Systems 社と Anand Automotive 社が、コース B

での工場演習の場を提供し、その際、各社の VSME プログラムに

参加する社員が運営・指導補助員として協力した。また、実践的な

BTM 演習の一環として、Gontermann Pipers 社、TVS グループ等の

主要製造企業が支援を行った。 

3．第 1 回目の「コース B 卒業生～産業～アカデミア合同ミーティン

グ」が 2013 年 9 月にバンガロールで、第 2 回目が 2014 年 9 月にニ

ューデリーでそれぞれ開催された。 

4．コース B において経営トップをスピーカーとして招へいする「ゲ

スト・レクチャー・シリーズ（“Visionary Leadership Lecturer Series”）」

が 2013 年に開始された。 

5．コース B を管轄する 3 大学は、CII と JICA が主催する成果発表会

（“VLFM Annual Learning Convention”）に 2013 年と 2014 年に参加

するとともに、製造企業で活躍する卒業生との交流機会や個別訪問

機会の増加を通じてプログラムの宣伝・啓発を図った。 

6．日本大使館、 JICA、日本貿易振興機構（ Japan External Trade 

Organization：JETRO）の協賛の下、初の「Fish Bowl Conference」

が 2014 年に IITM にて開催され、アカデミアと日系製造企業との

交流が促進された。 

7．2014 年 11 月に、MHRD が主催し、17 校のインド工科大学（IIT）

と 39 校のインド経営大学院（IIM）、並びに NMCC が参加した会議

で、IIMC、IITM、CII による VLFM プログラムと本プロジェクト

での成功事例が発表された。これにより、すべての IIT と IIM がア

カデミア間の連携及び産業界との持続的連携を計画する際の参考

情報を得て、インド政府が掲げるスローガン、“Made in India, Make 

in India”の実施に向けた気運を高める機会となった。 

1-3. 新たに作成された

指導員用ガイドラ

イン及び教材 

 

1．コース A におけるすべてのモジュールのガイドライン及び教材に

ついて、担当するモジュール・ガイド、ディレクター、デモンスト

レーターが必要に応じたカリキュラムの追加・改訂を主体的、定期

的に実施している。 

2．VSME コース（コース D）において、モジュール・デモンストレー

ター育成のための新たな指導書、「VSME Module Demonstrators’ 

Training」が作成された。 

3．コース B では、カリキュラムのガイドラインや教材のレビュー、

改訂が毎年行われている。これにより、新コース「イノベーション」
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がカリキュラムに追加された。また、IIMC が、同校担当部分のコ

ースの全面的な見直しを行う予定である。 

1-4. 新たに作成された

経営幹部育成プロ

グラム用のカリキ

ュラム及び資料 

1．コース A の各モジュールにおいて、担当のモジュール・ガイド、

ディレクター、デモンストレーターが、各企業での実践例・成功例

や産業界のニーズを反映した改訂を行っている。今後、全 5 モジュ

ールのカリキュラムのうちの三つがインド人運営・指導者によって

大幅に改訂される予定。 

2．三つの新たな書籍（成功事例やサクセス・ストーリーをまとめたも

の；“ VSME Programme Success Story” 、 “7 Dreams to Reality: 

Transforming Indian Manufacturing Industry”、“1000 Visionary SME 

Manual：Strategy & Method of Transformation from Model line to Entire 

Flow in a Plant”）が編集、出版され、教材として活用されている（付

属資料１．Joint Report on the Mid-Term Review の ANNEX 5(a)参照）。

全般的な達成度と今後の見通し： 

成果 1 の達成度は高いと判断する。 

本プロジェクトの VLFM プログラム運営において、各コースの運営・指導者は、インド製造

業界の将来のトップ・リーダーを輩出するための研修提供者としての能力を着実に向上させて

いる。ガイドライン、教材、その他指導用の材料は、定期的、自主的な見直し、改訂が行われ

ており、これらの成果は CII、協力企業、3 大学等の C/P 間で共有され、産学連携に係る具体的

な活動も進んでいる。参加した経営幹部のプログラムに対する評価は高く、面談調査にて、今

後も運営・指導者として積極的にプロジェクトにかかわっていく意向を示した。 

また、CII 及びアカデミアは、コースの魅力や成功事例を対外的にアピールしプロジェクトの

可視化を進めることで、VLFM ブランドの向上に努めている。その甲斐もあって、2014 年にコ

ース A は、在インド日系企業から初の日本人参加者を受け入れた。「VLFM」のブランド名は多

くの成功事例や VLFM プログラム卒業生の向上したリーダーシップ・経営力、周到に計画・実

施されている広報（メディア）対策等によって、着実にインド社会に周知されてきている。 

以下、各コースの運営・指導者能力及び運営体制について記述する。 

 

（1）コース A 

パートナー企業やコース A 卒業生による強いコミットメントと協力を基礎として、コー

ス A については強固な運営・指導体制が CII の調整の下で実現してきている。コース修了

生から選抜されたメンバーが、モジュール・ディレクターやデモンストレーターとして協

力企業の了解の下で派遣され、専門家による OJT 指導を受けて、多くのモジュール運営が

インド人運営・指導者主体で行われている。専門家による OJT 指導はコース B を卒業して

CII 事務局に就職した 3 名の CII スタッフに対しても行われている。VLFM プログラム開始

以来、中間レビュー時点までのコース A の累積参加者数は 449 名に着実に増加している。

コース A は、インド製造業界のトップ・ビジョナリー・リーダーを持続的に育成していく

ための仕組みの中核を担う部分であるため、既に堅固な運営管理体制が構築されているこ

とは、プロジェクトの持続性にとっても良い兆候である。 
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（2）コース B 

本コースの企画・運営を担う 3 大学（IIMC、IITK、IITM）は、自立的な人材育成コース

の運営・指導者育成システムを備えつつある。特に、産学官参加会議、ゲストスピーカー

による連続セミナー、企業訪問、インターンシップ制度の実施等によって外部との連携強

化を図っている。2013 年、2014 年と連続して 3 大学間の Coordination Committee 会議を開

催し、2014 年度には、コース B 卒業生と企業関係者とともに、カリキュラムの見直しを進

めることを目的とするカリキュラム・レビュー委員会（Course Curriculum Review 

Committee）の設立を進めている。さらに、2014 年 10 月、卒業生メーリングリストが設立

され、卒業生人材の有効活用と産学連携への一層の取り組みが進められている。入学者選

考については 3 大学が各年、持ち回りで行っており、このような大学間連携の結果、中間

レビュー時点までに、合計 225 名の参加者がコースを卒業している。VLFM ブランドの認

知度は向上しつつあるが、これをインド製造業界の間で一層高めて、さらに多様な企業人

材の参加を促していくことが、今後の取り組みの焦点となる。 

 

（3）コース C 

CII は、企業のトップ（Chief Executive Officer：CEO クラス）に対して、VLFM プログラ

ムへの参加やコミットメント強化を促す内容のコース（トップ・セミナー）を提供してお

り、他のコースとの相乗効果を図る体制が整っている。本プロジェクト期間中は特に、

VSME プログラムへの参加を促進する目的のコースが実施された。 

 

（4）コース D 

コース D の成果 1 に対する評価は、次の成果 2 に関する記述を参照。 

 

成果 2：企業間（一次サプライヤーと二次・三次サプライヤー）の互恵関係強化のためのプロ

グラムを拡大していける持続的な実施体制モデルが構築される。 

指 標 活動と達成度 

2-1. 組織化されたコモ

ン・プラットフォ

ームの数 

1．本プロジェクトでは次の三つの特徴を有する「1000 Visionary SME

プログラム（1000VSME）を実施している。①新たな競争力及び顧

客～サプライヤー間の協力関係を築くための「フローへの集中」、

② Tier 1 による「実践とデモンストレーション（ Do and 

Demonstration）」による「Tier 1～Tier 2 間の Win-Win 関係の構築」、

③特定分野（モデルライン）に特化して成功事例を迅速に生み出

すことで、変革へのモチベーション向上を図る「雪だるま方式

（Snow ball effect）」。 

2．本プロジェクトでは、VSME 活動を四つのタイプに分類すること

で、VSME 活動の促進、普及、継続を図っている（表－２参照）。

 

表－２ VSME プログラムのタイプ別内容 

タイプ 対象工場と活動内容 

タイプ 1 新規参加の一次・二次サプライヤー間のモデルラインの
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設定、連携の構築。 

タイプ 2 タイプ 1、3 を経験した一次サプライヤーと全二次サプラ

イヤーによる企業連携システムの全工場レベルへの展開。

タイプ 3 タイプ 1 を経験した企業の他工場への展開、普及。 

タイプ 4 タイプ 1、2、3 のいずれかを経験した一次・二次サプライヤ

ーと、各地域の工場立地地域の（企業）コミュニティ・レベ

ル（他の Tier 2 や Tier 3 を含む）での持続的活動の推進。 

3．上記の枠組みに基づき、参加企業によるコミュニティの創設が進

んでいる。ANAND グループは、七つの地域で 250 社以上のサプラ

イヤーが参加する、17 のコミュニティを形成し、Sona グループは

三つ、Harita Seating Systems も四つのコミュニティをそれぞれ形成

している5。 

2-2. 中小企業育成プロ

グラムに参加した

中小企業の数 

1．中間レビュー時までに VSME コースを履修した企業（工場）の数

を表－３に記す。 

 

表－３ VSME プログラム（Type 1/3）参加社数及び管理者数 

2．コミュニティ活動を実施している Tier 1 各社の活動に参加している

企業数を含めると、VSME プログラム参加企業数は 450 社以上に

のぼる。 

3．第 4 期（タイプ 1 及び 3）参加の一次サプライヤー10 社のうち、5

社は新規の参加企業で、5 期では、8 社の一次サプライヤー中、7

社がポンプメーカー、二輪部品メーカーなどの新たな製造業セクタ

ーや、今まで参加のなかったインド南部からの参加である。 

4．第 1 期のタイプ 2 活動が 2014 年 4 月まで実施され、9 工場（うち

1 工場はモデルとして）、130 名の管理者が参加した。第 2 期のタ

イプ 2 活動が 4 工場の参加によって 2014 年 10 月に開始されている。

5．TATA グループの要請に基づき、本プロジェクトでは Tata Motors

を対象とする専用 VSME コースを 2014 年 8 月から実施している6。

 

 

Tier 1（一次サプライヤー） Tier 2（二次サプライヤー）

企業数 管理者数 企業数 管理者数

4 期（2013） 10 75 24 67 

5 期（2014） 8 70 28 56 

合 計 18 145 52 123 

                                                        
5 ANAND グループと Harita Seating Systems の本プロジェクトとの関係、参加状況や成功事例については、それぞれ Box 1 と

Box 2 を参照。 
6 Tata Motors は VSME プログラムへの参加だけでなく、2014 年 7 月に始まったコース A 第 8 バッチにも初めて 10 名の上級管

理職を研修派遣している。同社の 2014 年に入ってからの本プロジェクトへの積極的参加は同社〔相手先商標製品製造業者

（Original Equipment Manufacturer：OEM）としての顧客〕とビジネス関係があり、これまでに VLFM プログラムに積極的に

参加して成果を上げてきた Tier 1 企業（一次サプライヤー）による影響があるとみられる。インドを代表する企業グループ

（OEM を含む）である TATA の本プロジェクトへの積極的な参加と Tata Motors の全国 10 工場で VSME 活動展開をしたいと

する強い意気込みは本プロジェクトの有効性とインパクトを拡大するものとして注目されている（出所：中間レビューでの

日本人専門家、CII 等のインド側 C/P 関係者及び Tata Motors に対する面談調査）。 
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2-3. 訓練を受けた改革

リーダーの数 

1．VSME 活動の促進・普及のために、企業間コーディネーター

（Inter-company Coordination Group：ICG）や VSME デモンストレ

ーター等の改革リーダー、運営・指導者の仕組みが創設された。

第 4 期（Type 1/3）の VSME プログラムでは 10 名、第 5 期では 8

名の ICG メンバーが参加企業から指名・派遣されて、フルタイム・

ベースで実践を伴う運営・指導者としての訓練を受けている（付

属資料１．Joint Report on the Mid-Term Review の ANNEX 4-2(c)参

照）。 

2．新たなタイプの運営・指導者である「VSME デモンストレーター」

が創設され、Tier 1 企業 3 社から 5 名が選出された。これら 5 名に

対するパイロット・トレーニングが実施され、「VSME タイプ 1 導

入トレーニング実施要領」が作成された。同資料はモジュール・

デモンストレーターのための自己評価にも活用できるものであ

る。 

3．面談調査では、これら ICG メンバーと VSME デモンストレーター

が自社内の VSME 活動推進の豊富な経験をもち、VSME プログラ

ムの運営・指導者としての強いコミットメントと意気込みを有す

ることが確認された。 

4．また、Tier 2（二次サプライヤー）経営者 8 名が「VSME コミュニ

ティ・トレーナー（VSME Trainer for Local Communities）」として

指名され、2014 年 10 月に最初のパイロット訓練（ワークショップ）

を受けた。これらトレーナーの能力強化が、ICG 及び VSME デモ

ンストレーターの指導下で今後 6 カ月の間で行われる予定である。

2-4. 改革リーダー研修

コースに対する評

価 

1．改革リーダー研修コースに係る VSME プログラム参加者の評価は

高く、今後も積極的に改革リーダーとして各社、地域での活動に

かかわっていく意向が面談調査で確認された。 

2-5. 中小企業育成プロ

グラムから派生し

た成功事例 

1．成果指標 1-4 にて示した刊行物に加え、2014 年 6 月の VSME CEO

セミナー、及び 2014 年 7 月の VLFM 成果発表会でそれぞれ、VSME

コースから生じた、七つと八つのサクセス・ストーリーが、公開・

発表された（付属資料１．Joint Report on the Mid-Term Review の

ANNEX 5(b)参照）。 

2-6. 中小企業育成プロ

グラムの持続的に

実施する体制に対

する評価 

1．VSME プログラムを修了した一次及び二次サプライヤー関係者は

習得したノウハウや経験の共有を通じて、コミュニティの形成・

発展や地域の製造業発展への貢献を行う姿勢を面談調査で表明し

た。 

2．ICG 及びモジュール・デモンストレーターの訓練体制や評価基準

が整備され始めており、これらの体制整備によって引き続き VSME

プログラムの持続性強化につながることが期待される。 
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全般的な達成度と今後の見通し： 

成果 2 の達成レベルは高いと判断する。 

本プロジェクトで実施・強化されている VSME 活動は、製造現場への適用の容易さ、実践

（Demonstration）のしやすさから、参加企業から好評で、VSME プログラムで習得できるスキ

ル・ノウハウは製造企業の生産性向上や経営効率向上に非常に効果的だと認識されている。ま

た、VSME プログラムへの企業の参加にあたっては、改革リーダー研修に経営幹部を派遣する

企業のトップに対するセミナー（コース C）が行われ、トップの十分な理解とコミットメント

を確保する取り組みが行われている。これらによって、顧客志向、生産性、安全管理、環境へ

の配慮等の観点を重視する共通のビジョンや言語が構築・共有され、VSME 活動を促進するコ

ミュニティの形成へとつながっている。特に、これまで VLFM に積極的に参加してきた Tier 1

（一次サプライヤー）による関連二次サプライヤー企業の積極的な VSME 活動への取り込みの

結果、Tier 2 企業では、在庫削減、納期順守、生産性向上等の顕著な経営改善効果が発現して

いる。 

また、VSME プログラムが生んだ成功事例やサクセス・ストーリーが、教材、マニュアル、

その他の資料にまとめられ、出版・公開されており、今後も VSME プログラムや VSME コミュ

ニティの認知度が高まっていくと考えられる。VSME 運営・指導者の育成については、開始さ

れた ICG、モジュール・デモンストレーター、コミュニティ・トレーナーの制度の強化や、運

営・指導者の育成・訓練を継続して行うことが必要である。また、「1000 VSME プログラム委

員会（1000 VSME Programme Committee）」が設立されているが、VSME プログラムを拡大して

いける持続的な実施体制モデルの強化を引き続き、設計・実施していくことが重要である。 

 

Box 1：プロジェクト参加企業の成功事例－17 

（VSME 活動をグループ内外で展開して成果を上げる Anand Automotive Ltd.） 

1．企業概要とプロジェクトとの関係 

・ 自動車部品（エンジン部品、駆動系部品、フィルター、安全装置等）製造大手で傘下に 19

社の自動車部品 Tier 1 を有する。インド国内 11 州 57 カ所にグループ企業各社の工場をも

ち、従業員総数は約 1 万 3,000 名。2013 年のグループ売上高は約 600 億ルピーで 2017 年に

はこれを 1,000 億ルピーに拡大する（毎年＋13.6％）としている。世界各国の Tier 1 企業と

業務提携または技術協力の関係を有し、2009 年に日系 Tier 1 企業とも安全装置分野でイン

ド国内に合弁企業を設立している。 

・ 前プロジェクト（VLFM）開始前からの熱心な協力企業で、オーナー（Anand 氏）自身の

強いコミットメントがある。これまでに、VLFM/CSM（Champions for Societal Manufacturing）

プロジェクトの基幹部分である「上級経営幹部コース（コース A）」に毎年 6～9 名を派遣

し、既にグループ内での同コース卒業者は 60 名を超える8。全員が工場長や事業部長クラ

スに昇進して、経営改革やグループ内の VLFM の概念や活動の普及を進めている。また、

コース B を卒業した中級経営管理職もこれまでに複数名、採用している。 

・ グループ企業各社から現在、コース A の運営・指導者として、モジュール・ガイド 1 名、

モジュール・ディレクター2 名、モジュール・デモンストレーター9 名を指名・派遣して、

                                                        
7 出所：プロジェクト関連資料、及び調査団による訪問・面談調査 
8 2014 年 7 月に始まったコース A 第 8 バッチへの同グループからの参加者は 8 名。 
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プロジェクト活動への協力・支援を続けている。 

 

2．「1000 VSME」活動の推進と全国展開 

・ 同グループは前プロジェクトによる 2010 年の VSME コース（コース D）開設時から Spicer 

India Ltd.（SIL）、Gabriel India Ltd.（GIL）、Mahle Behr の 3 社（いずれも日系 OEM とも取

引のある Tier 1 企業でプネに工場がある）を中心に積極的に VSME 活動の推進・普及を図

ってきた。 

・ 2010 年に五つの Tier 1 モデル工場と、それに関連する複数の Tier 2 企業（工場）を対象に

した VSME 活動を行って成果を上げたのち、2013 年に始まった本プロジェクトの VSME

タイプ 2 の研修にも複数企業が参加しながら、グループ内での活動を強化している。また、

2013 年の初のタイプ 2 研修には GIL 社がモデル工場として参加し、VSME 普及・拡大の事

例を本プロジェクト内で共有・啓発している。その後も自助努力で順次、グループ内の企

業・工場に VSME の適用拡大を図っている（VSME のタイプ 1 と 3 の活動からタイプ 2 と

4 への拡大）。 

・ VSME 活動では、対象の Tier 1、Tier 2 すべての工場で「War Room」と称する作戦本部9が

設置され、参加メンバーによる各種検討が進められている。また、当該ラインでの作業標

準（Standard Operation Procedures：SOP）にかかわる各種管理シート（生産管理、品質管理

用）が開発・整備され、各職場に掲示されて情報共有・管理が行われている。 

・ 上記の積極的な VSME 推進の経験と成功を基に、本プロジェクトにおける VSME プログラ

ムの運営・指導者として上級管理者を積極的に指名・派遣している。現在の VSME コース

第 5 バッチでは、1 名の ICG メンバーと 4 名のモジュール・デモンストレーターを派遣し

て、プロジェクトへの協力・支援を続けている。 

・ 現在、同グループでは VSME をグループ経営方針の柱の一つとして位置づけて、トップ（オ

ーナー）のコミットメントの下で、VSME 担当社長（VSME に参加している Tier 1 企業社

長との兼務）を置いて全国各工場への活動の展開を図っている。また、各地域での成功 Tier 

2 企業を中心に、他の Tier 2、Tier 3 を取り込んだ「コミュニティ活動」の推進を支援して

おり、全国 17 地域で約 270 社以上の企業が参加しているという。 

 

ANAND グループでの VSME 参加企業（工場）数の推移 

数 2010 年 2013 年～ 2014 年～ 

Tier 1 5 18 23 

Tier 2 23 180 270 

 

3．「1000 VSME」活動による具体的成果 

［1］SIL、GIL、Mahle Behr（一次サプライヤー）での経営改善効果 

・ 参加各工場では、SOP の導入・徹底で、従来の月単位・週単位の管理精度（管理水準）か

ら、日単位・時間単位の、よりきめ細かい精度（日常管理）へと改善し、生産性向上等の

指標の改善につながっている。 

                                                        
9 VLFM/VSME の概念、ツール、目標、経営指標改善の進捗状況を記録して確認と対応方法を検討するための各種図表等を壁

一面に貼った VSME 専用の会議室（研修室兼用）。入室には靴を脱ぐことが必要とされる。 
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・ SIL 社では 2013 年 4 月以降、VSME 活動を全工場（5 工場）で進め（VSME タイプ 2）、当

該ラインでの生産性を 2014 年 10 月までの 1 年半で、それぞれ 60％向上することに成功し

た。特に、Tata Motors 向けの駆動部品製造ラインでは、ライン効率の 24％改善（67％から

83％に）、納期順守率 100％達成（91.5％からの改善）を実現し、同部品の納入シェアを 67％

から 75％に上げて、同社から最優良サプライヤー賞を受賞した。 

・ 3 社は日系 OEM による品質や Kaizen にかかわる賞を受賞するとともに、顧客である日系

OEM が「一次サプライヤーのモデル」として、他のサプライヤーを見学に連れてくるよう

になる等、日系を含めた OEM からの評価が高まっているという。 

 

［2］二次サプライヤーでの VSME 活動継続とコミュニティ活動の推進 

・ VSME 活動に参加した Tier 2 各社では、フローの改善や同期化等の生産性、品質にかかわ

る成果が出ると同時に、5S/Kaizen、安全管理、環境・省エネルギーに係る意識や行動の面

で効果が出ているという。 

・ 2010 年の VSME 活動導入時から SIL 社の二次サプライヤーとして参加している Yash 社で

は 10 社の Tier 2 とコミュニティを形成して、VSME のノウハウと経験を共有している。ま

た、2014 年 4 月からは自社へのサプライヤー（Tier 3）に対する研修・指導を開始して、

VSME の普及・拡大を図っている。 

 

Box 2：プロジェクト参加企業の成功事例－210 

（プロジェクト参加 3 年で関連 Tier 2 の劇的な経営改善と 

OEM への正のインパクトをもたらした Harita Seating Systems Ltd.） 

1．企業概要とプロジェクトとの関係 

・ トラック、バス、トラクター等の自動車（商用車）、建設機械、農業機械向けのシート・メ

ーカーで、TVS（OEM）のグループ企業として 1988 年に創業。2013 年度売上高は約 27 億

ルピー、従業員数は約 650 名。インド国内 5 工場で約 100 万台/年のシートを製造している。

・ カルナタカ州バンガロール近郊の、タミルナド州ホスール（Hosur）に本社と基幹工場をも

つ。OEM の TVS や TAFE を主要顧客とするほか、Ashok Leylanda Nissan（ALN）等、日系

自動車 OEM・建機メーカーとも取引関係がある。 

・ 2011 年に同社から初めて VLFM 上級経営幹部コース（コース A）に参加者を 1 名派遣し、

研修で大きな成果があったとして、その後もコース A への派遣を続けている11。 

・ コース A 参加による VLFM の効果を確認・認識し、2012 年の VSME コース第 3 バッチか

ら VSME 研修に参加を始めるとともに、自社での VSME 活動の推進・普及を図ってきた。

・ 2012 年にホスール工場の 1 ラインを Tier 1 モデル工場として、それに関連する（サプライ

チェーンを有する）4 社の Tier 2 企業（工場）とともに VSME 活動を推進し成果を上げた。

2013 年には本プロジェクトの第 1 期 VSME タイプ 2 研修に参加して、その後も継続的にホ

スール工場全体と他工場への VSME 適用拡大を図っている。VSME 対象ラインのカバー率

は 2012 年の 9％程度（売上ベース）から 2013 年に Tier 1 で 60％、Tier 2 で 45％程度に、

2014 年にはそれぞれ 70％、60％程度に拡大しているという。 

                                                        
10 出所：プロジェクト関連資料、及び調査団による訪問・面談調査 
11 同社のコース A 卒業生数は合計 3 名。現在、進行中のコース A 第 8 バッチにも 1 名が参加している。 



 
 

－16－ 

VSME 活動参加工場（対象ライン）数の推移 

数 2012 年 2013 年 2014 年 

Tier 1 1 4 16 

Tier 2 4 18 50 

 

・ これらの VSME 活動の成功と経験を踏まえて、本プロジェクトの VSME コース第 5 バッチ

（2014 年 9 月開始）に、同社は上級管理職 1 名（主要工場の工場長）を運営・指導者の一

員（モジュール・デモンストレーター）として派遣している。 

 

2．具体的成果 

［1］Harita 社（一次サプライヤー）での経営指標改善 

・ ホスール工場のモデルラインで、2013 年 5 月までの 1 年間に、ライン効率向上：＋26.6％

（指数 59.0 が 74.7 に上昇）、生産性の向上：＋48.2％（指数 1.99 が 2.95 に上昇）、を記録

した。 

・ OEM との生産同期化を進め、ALN 向けのシート製造ラインでは 2013 年 12 月から 2014 年

5 月までの半年間で、同製品の納期順守達成率を 54％から 100％まで向上させて顧客満足

度を高めた。同時に、自社製品在庫の 56％削減にも成功しコスト低減にもつながっている。

・ 同社の VLFM/VSME の導入・普及に伴う成果発現の結果、主要顧客であるインド OEM 大

手の本プロジェクトに対する認知度、関心が上がったという12。 

 

［2］二次サプライヤーでの経営指標改善 

・ 上記のホスール工場のモデルラインでの VSME 活動に合わせて、サプライチェーンを有す

る 4 社のモデル Tier 2 で活動が展開され、次のような経営指標改善が実現した。 

 

VSME 参加二次サプライヤーでの指標改善（2013 年 5 月までの 1 年間） 

Tier 2 生産性向上 

（増加率） 

生産フロー（仕掛

品）移動距離削減率

生産スペース 

削減率 

A 社 441％ 78％ 71％ 

B 社 70％ 42％ 8.5％ 

C 社 119％ 79％ 62.5％ 

D 社 25％ 95％ 13％ 

 

・ 特に改善効果の高かった A 社はシート用金属加工部品メーカー。2009 年以降、業績が低迷

し、2012 年には主要顧客である Harita 社向けの売上がピーク時の 38％（1,250 万ルピー）

に減少し、納期順守率、品質指標ともに低迷していた。Harita 社（及び VLFM プロジェク

トと本プロジェクト）の支援により上記の指標改善と同時に、納期順守率の 285％向上（指

                                                        
12 例えば、TVS Motor は現在、本プロジェクトが実施しているコース A 第 8 バッチに 6 名の参加者を派遣している。また、

ビレッジ・ブッダ・プログラムにおいても創設メンバー企業 4 社の一つとして参加するとともに、同プログラム用の研修セ

ンターを建設・提供して、本プロジェクトへの協力を強めている。TAFE は 2014 年 9 月開始の VSME コース第 5 バッチに

1 社の Tier 1 と 2 社の Tier 2 を参加させている。 
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数 23 が 89 に上昇）、品質指標の 68％改善（不良品指数が 2,805 から 889 に低下）、Harita

社向け売上の 176％増加（2.8 倍の 3,450 万ルピー）を達成した。 

・ 上記の成功 Tier 2 企業 4 社を中心に、2013 年以降、四つのコミュニティ活動（VSME 活動

の概念、ツール、成功事例を周辺 Tier 2 と共有し、普及促進を図る活動）を進めている。

各コミュニティには 3～4 社の企業が参加し合計は 14 社にのぼる。参加している Tier 2 各

社間による情報共有円滑化や安全意識・行動、Kaizen に関する認知度向上や対策の実施等

がみられるという。 

 

成果 3：環境意識の向上と環境配慮型製造の導入を目的とした科目が既存プログラムに導入さ

れる。 

指 標 活動と達成度 

3-1. 経営幹部の環境に対する意識の向上と環境

配慮型製造の導入のためのモジュール /科

目の実施計画を策定し、詳細内容、教材を

開発する。 

成果 3 について特化した取り組みはこれまで

実施されておらず、これら指標にかかわるデ

ータがなく、評価対象外とする。 

3-2. モジュール/科目を導入し、実施する。  

3-3. 参加者の工場でクリーン・アプローチのパ

イロット活動を展開する。 

 

3-4. パイロット活動で得られた成功事例をまと

め、共有する。 

 

3-5. 実施過程で得られたフィードバックを基

に、モジュール/科目を改訂し、今後のモジ

ュール /科目の運営のためのガイドライン

を開発する。 

 

全般的な達成度と今後の見通し： 

本プロジェクトの実施初期段階でプロジェクト関係者に対する調査が実施された。それによ

り、インドでは省エネルギーや環境配慮型製造への取り組み、改善が、各企業の個別のプロジ

ェクト・ベースでの対応が主流となっていることが確認された。また、活動を実施していくう

えで強いコミットメントを有するインド側、日本側双方の人材の確保・配置が困難だったこと

もあり、環境配慮型製造に関連する活動は成果レベルで体系的・統合的に実施されるに至って

いない。ただ、コース A 及び B において、本テーマに関するモジュールや研修が継続されてい

る。したがって、PDM で定義された成果 3 に関する指標の達成状況を確認することはできなか

った。なお、C/P、特に 3 大学は、引き続き JICA に対して、省エネルギー技術・イノベーショ

ン分野の専門家派遣を期待していることが面談調査で確認された。 

 

成果 4：農村の貧困層にも裨益する包括的な社会を実現するためのビジネスに取り組む製造業

の育成プログラムが導入される。 

指 標 活動と達成度 

4-1. 作成されたプロ 1．2013 年後半以降、新たなプログラムの計画に係る農村への継続的な
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グラムのガイド

ライン及び教材

に対する評価 

調査（農村への訪問・踏査）及び検討が進められた。また、CII によ

る全国規模のアンケート調査（2014 年 5-6 月）も実施された。これ

らを経て、協力企業（新プログラムの創設メンバー企業）4 社との

協議、合意形成等を経て、2014 年 9 月に、「ビレッジ・ブッダ・プ

ログラム」が創設・開始された。 

2．新プログラムへの参加を募るためのパンフレットが作成され、広範

囲に配布された。実施される三つのモジュール13のうち、最初の二

つについてガイドライン、マニュアル、教材が作成され、既に実施

されたモジュール 1 では製造企業関係者、特に企業の社会的責任

（Corporate Social Responsibility：CSR）に係る企業関係者からこれ

らについて好評を得ていることが確認された。 

4-2. プログラムの参

加者数 

1．2014 年 9 月に 4 日間のモジュール 1 を実施し、6 企業から 16 名が受

講した。モジュール 2 は 2014 年 12 月、モジュール 3 は 2015 年 2 月

の実施が予定されている。 

2．2014 年 9 月 26 日、バンガロールにて開催されたコース創設式典に

は、83 名の参加があり、ゲストスピーカーとしてカルナタカ州政府

農村開発大臣が講演し、その様子がメディアで大きく報じられた。

4-3. パイロット活動

の評価 

1．プログラム参加者によるパイロット活動（パイロット・プロジェク

ト）はこれから実施される予定であり、現時点で、指標の評価対象

となるデータはない。 

4-4. ベスト・プラク

ティス共有者数 

1．現時点で、指標の評価対象となる特定の情報は出ていない。 

4-5. プログラム実施

の将来計画 

1．長期的な視点での包括的なプログラム計画は、パイロットプロジェ

クトの実施及びサクセス・ストーリーの蓄積をもって、策定されて

いく予定である。短期的には、モジュール 3 の計画・実施に際して

新たな「コアチーム」を形成することが予定されている。 

全般的な達成度と今後の見通し： 

新たなプログラムの形成・実施に向けた継続的な調査・検討の結果、本プロジェクトは 2014

年 9 月に新たなビレッジ・ブッダ・プログラムを開設することに成功した。一つの研修モジュ

ール（モジュール 1）が既に実施され、残る二つのモジュールについても開催が決定している。

モジュール 1 の実施については、6 名の運営・指導者と 3 名のモジュール・デモンストレータ

ーが協力企業や CII から指名・任命された（付属資料１．Joint Report on the Mid-Term Review の

ANNEX 4-2(d)参照）。続くモジュール 2 についても、協力企業 5 社と CII により 11 名から成る

コアチームが形成され、2014 年 11 月に 2 度、実施された研修を経てモジュールの詳細スケジ

ュールや教材作成が行われた。また、ビレッジ・ブッダ・プログラムの創設メンバー4 社の一

つである TVS Motor 社が、本プログラム専用の研修施設をバンガロール近郊の自社敷地内に新

たに建設して供与している。これらを通じて、この新たなプログラムを企画、設計、実施して

                                                        
13 ビレッジ・ブッダ・プログラムは次の三つの独立したモジュールから構成される。「モジュール 1：農村開発基礎コース

（Essence of Village Development）」、「モジュール 2：農村開発手法（Selected Tools for Village Transformation）」、「モジュール

3：新製品開発（Creating New Business in Emerging Markets）」 
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いく組織的なメカニズムが構築されている。 

上記の指標 4-1 と 4-2 の進捗状況は良好だが、ベスト・プラクティスの形成・共有やコース

内容、教材、運営・指導員の強化等は引き続き今後の課題である。本プログラムは、プロジェ

クト開始時点では構想があっただけで、ほとんど実態のない状態から大きな進展を遂げている

が、カリキュラムの強化、経営幹部の能力向上、教材の作成においてはまだ多くの課題が残さ

れている。プロジェクト終了までに成果 4 が達成されるかどうかについて見通しを立てること

は、中間レビュー時点は時期尚早である。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成状況 

中間レビュー時点でのプロジェクト目標の達成度と今後の見通しは以下のとおりである。 

プロジェクト目標：インドの製造業の経済・経営面のニーズ及び社会的ニーズに応える、経営

幹部育成のためのプログラムの質の向上及び規模の拡大のための枠組みが構築される。 

指 標 達成度 

1. 経営幹部並びに

中小企業育成プ

ログラム及び同

プログラムの運

営・指導者を育成

するシステムに

対する（一般的

な）評価 

1．コース A 及び VSME プログラムのインド人運営・指導者に対する面

談調査で、同プログラム下の運営・指導者育成システムに対する評

価は高いことが確認された。 

2. 新たに導入され

た科目・内容の数 

1．各コースのカリキュラム、教材は、プロジェクト参加企業関係者、

CII 及び 3 大学によって、定期的な見直し・改訂が実施されており、

ニーズの変化に応じた科目や内容の更新がタイムリーに行われてい

る。また、新たに導入されたビレッジ・ブッダ・プログラムにおい

ても、三つのモジュールの開発・導入が行われている。ただし、本

プロジェクトの下で新たに導入された科目・内容に係る統合的なデ

ータは明確に確認できなかった。 

3. 参加者及び参加

企業の数 

1．本指標は順調に推移している。VLFM プログラム全体の合計参加者

数は表－４に示すとおりである。 

 

表－４ 参加者数の推移 

 

07-08 08-09 09-10 10-11 11-12 12-13 13-14 14-15
Opp. A 48 48 48 51 60 80 55 59 449
 (No. of companies) - - - - - - (28) (28) (56)
PGPEX-VLM (Opp. B) 30 32 30 29 34 33 37 38 263
Opp. C 21 14 27 14 20 96
Village Buddha - 16 16
Tier 1 6 13 47 68 75 70 279
Tier 2 28 62 70 67 57 284

78 80 84 142 217 278 248 260 1387
Total Graduated/Graduating 1387

TOTAL

Total

VSME
(Opp. D)

VLFM ProjectJICA Project CSM (the Project)
Year

VLFM

1,387
1,387
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コース A 

参加者数自体は過去 3 年間ほぼ同水準で推移している。しかし、

現在、28 企業の参加がある 8 期生のうち、5 社は新規企業であるこ

と、自動車産業の大規模 OEM や初の日本人経営幹部の参加がある

ことから、コース参加者の多様性が進んでいる。 

コース B 

コース B（PGPEX-VLM）の参加可能人数（注：施設面等におい

て）は 15％程度、拡大している。2013-2014 年度の入学志願者数は

前年比で 60％増加した。 

VSME プログラム 

第 4 期（タイプ 1 及び 3）の参加企業 10 社のうち、5 社は新規参

加企業で、5 期では参加する 8 社・工場（一次サプライヤー）のう

ちの 7 社が新たな製造業セクターや地域（インド南部）からの参加

である。VSME 参加一次サプライヤーが設立したコミュニティ活動

に参加する二次及び三次サプライヤーを含めると、VSME 活動参加

企業は、数百社に及ぶとみられる。 

4. 参加企業による

プログラムに対

する評価（例：ス

ポンサー企業の

数、インターンシ

ップの数、採用者

数、コース修了者

の昇給） 

1．本指標の達成度は高い。 

2．面談調査によれば、VLFM 参加企業は、プログラムの有効性を高く

評価しており、参加者の満足度が高い。特に、VSME プログラムに

参加する中小企業（Small and Medium-sized Enterprise：SME）の多く

が本プロジェクトの有効性を高く評価している。 

3．PGPEX-VLM（コース B）7 期生の給与水準は前年比で 11％上昇し、

平均 147.5 万ルピーとなった。IIMC の PGPEX-VLM 本部によると、

1年間のコース Bを卒業して就職した中級経営幹部には約 40-50％の

賃金上昇がみられるという。また、2013 年、2014 年と連続して、す

べての在校生・卒業生がインターンシップ機会と就職機会を得てい

る。 

5. 参加者によるプ

ログラムに対す

る評価 

1．本指標の達成度は高い。 

2．中間レビューで行った面談調査のすべてにおいて、VLFM プログラ

ム参加者（コース A、B、C、D）の満足度は非常に高いことが明らか

になった。特に、多くの回答者が、マインドセット（思考様式）の変

化、セルフ・コントロール（克己心）の醸成、顧客第一主義の重要

性について言及し、これらの学びを企業内や関係機関の現場におい

て積極的に実践（Demonstrate）していく意向を示した。 

6. 成果 3、成果 4 に

係るパイロット

活動の成功事例

の数 

1．成果 4 に係る第 1 のモジュール運営が 2014 年 9 月に開始されたばか

りであること、成果 3 については体系的な活動が実施されていない

ことから、パイロット活動の成功事例は中間レビュー時点ではまだ

発現していない。 
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全般的な達成度と今後の見通し： 

上記指標 6 を除いて、プロジェクト目標の達成に係る指標はおおむね達成される見込みであ

る。参加者数や応募者数の着実な増加、特に、より広範な製造業セクターや地域からの参加は、

強化されつつある VLFMプログラムの存在と評判がより広く認知されているようになってきて

いることを示している。本プロジェクトにより「VLFM コミュニティ」は進化するブランドと

して拡大してきている。プロジェクト参加企業、CII 及び 3 大学は、プログラムの一層の強化

のために、定期的にカリキュラムの見直し・改訂を行っている。企業間の協力や産学連携も、

各種セミナーやワークショップの開催、コミュニティ及びプラットフォームの構築（物理的、

オンライン上ともに）、出版や広報を通じた情報発信などの方法で、促進されている。また、あ

る一次サプライヤー企業（Tier 1）では、VSME プログラムを最重要の経営方針の一つとして位

置づけ、グループ内での VSME 担当社長を設置して、グループ内各企業や関連コミュニティへ

の活動促進・普及を図っている。 

プロジェクト参加企業、CII 及び 3 大学は、インドの製造業界と社会のニーズに対応できる

ビジョナリー・リーダーを育成するためのプログラムを、自律的かつ持続的に強化・拡大して

いく仕組みを構築する途上にある。全般的には本プロジェクトがプロジェクト終了までにプロ

ジェクト目標を達成する見込みは高いと判断する。同時に、指標 6 に係る今後の着実な進捗が、

残り期間内においてみられることが、プロジェクト目標の達成において重要である。 

 

３－４ 実施プロセス 

本プロジェクトは、PDM と PO に基づいておおむね円滑に実施されている。いくつかの活動実

施に若干の遅れがみられたり、上記３－２節に記述したように、いくつかの理由により成果 3 に

係る活動が実施されなかった。 

専門家、C/P、インド製造業から参加したプロジェクト関係者、CII スタッフ、3 大学の教官や

事務スタッフ等の間の高いレベルのコミュニケーションと相互信頼が、本プロジェクトによって

強化されたことが、面談調査で確認された。 

VLFM プログラムの積極的な広報・普及活動により、インド製造業のみならず、インド内外に

おける政府関係者や日系企業の参加・協力を仰ぐことができている。これまでに開催された会議、

セミナー、VLFM 年次成果発表会などのイベント、さらには、成功事例やケース・スタディの詳

細を描いた、パンフレット、マニュアル、本などの出版により、本プロジェクトに対してインド

と日本の双方の各方面から高い関心が寄せられている。 

プロジェクトの全体的な管理・運営については、VLFM 年次成果発表会のタイミングで開催さ

れる VLFM 理事会（Governing Board of VLFM Institute meeting）で検討・承認されている。3 大学

間では調整委員会（Coordination Committee）会議においてプロジェクト運営に係る必要な議論と

決定がなされている。2013 年、2014 年に開催された調整委員会では、産業界のニーズに沿ったモ

ジュールの追加・改訂、プロジェクト課題の抽出及び解決策の策定などが実施された。なお、イ

ンド国内の選挙期間及び政権交代によって、中間レビュー時点までに、本プロジェクトのレビュ

ーとモニタリングを目的とする APEX 会議は開催されていない（その後、2015 年 1 月 15 日に開

催された）。 

また、本プロジェクトでは、C/P 機関や専門家による所定の年次レポートの提出が適切に行われ

ている。  



 
 

－22－ 

第４章 評価 5 項目による評価結果 
 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は「非常に高い」。 

本プロジェクトはインド政府の開発政策、ターゲット・グループの開発ニーズ、わが国の政府

開発援助（ODA）政策との整合性がとれている。 

 

（1）インド政府の開発政策との整合性 

インド政府の第 12 次 5 カ年計画（2012-2017）では、「製造業のためのビジョナリー・リー

ダーシップ（VLFM）のようなプログラムを国家レベルでスケールアップすること」を明記

し、製造業のマネジメントを改善する必要性を強調している。2011 年に発表された国家製造

業政策でも雇用創出と高付加価値化のための製造業の発展を強調している。また、インドの

ナレンドラ・モディ新首相は、“Made in India, Make in India”を製造業振興のためのスローガ

ンとして新たに掲げている。 

近年の製造業による、大気・水質汚染、土壌劣化等の環境汚染の深刻化を受けて、政府は

規制強化や環境に配慮した生産技術・機器の採用を奨励している。しかし、インド製造企業、

特に中小企業経営者の環境への意識はいまだ低く、環境対策技術に関する知識も不足してい

るのが現状である。一方、2014 年 4 月には、一定の財務基盤を有する企業に対して、過去 3

年間の純利益平均の 2％に相当する額を CSR 関連活動への充当を義務づける法律（New 

Companies Act 2013）も施行された。さらに、インド政府が最重要課題ととらえる「包括的な

成長」を実現する手段の一つとして、貧困層に寄与し同時に企業側にも利益をもたらす BOP

（Base of Pyramid）層への事業展開が企業経営者の間で注目を集めている。本プロジェクト

では、これら、環境・社会問題への貢献も視野に入れて、インド政府の進める「包括的な成

長」促進への寄与をめざすことから、インド政府の政策との整合性がとれている。 

 

（2）ターゲット・グループの開発ニーズとの整合性 

インドの製造業は、国の包括的な成長を牽引し、グローバルな競争環境下で活躍できるビ

ジョナリー・リーダーを多く必要としている。本プロジェクトは製造業のビジョナリー・リ

ーダーを育成するプログラムを強化、スケールアップする仕組みを確立することを目的とし

ており、プロジェクト裨益者のニーズとの整合性が高い。同時に、インド製造企業、CII 及

び IIMC、IITK、IITM の 3 大学が、製造業の上級経営幹部、中級経営幹部、及び数年のビジ

ネス及びマネジメント経験を有する大学院レベルの人材を対象に、プログラム参加者のリー

ダーシップとマネジメント能力の強化を図るプログラムを提供することのニーズは高い。

VLFM プログラム開設以来、産学官連携による協力が特徴となっているが、本プロジェクト

では、インド製造業の競争力を高めていくうえでの産学官連携のプラットフォーム強化をめ

ざしており、C/P 及びターゲット・グループのニーズに合致している。 

 

（3）日本の ODA 政策との整合性 

2006 年に策定されたわが国の「対インド国別援助方針」では、①経済成長の促進、②貧困

の緩和、③人材育成・人的交流の拡充のための支援、を挙げており、本プロジェクトはこのう
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ちの①と③の方針に合致している。また、対インド事業展開計画においては、本プロジェク

トが、民間セクター支援プログラムの一つとして位置づけられており、工業開発と製造業分

野の人的資源開発に資するものである。日本はこれまでに製造業の人材育成分野において多

くの国の技術協力を行ってきた経験があり、同分野における技術的優位性を有している。 

 

４－２ 有効性 

全体として、本プロジェクトの有効性は「高い」。 

 

（1）プロジェクト目標達成の見込み 

３－３節で記述したように、プロジェクト終了までに、本プロジェクトがそのプロジェク

ト目標を達成する見込みは全体的に高いと判断する。特に、成果 1（「経営幹部の能力を強化

するための人材育成プログラムの運営・指導者の能力及び運営体制が強化・拡大される」）と

成果 2（「企業間（一次サプライヤーと二次・三次サプライヤー）の互恵関係強化のためのプ

ログラムを拡大していける持続的な実施体制モデルが構築される」）は、プロジェクト参加者

のオーナーシップの高さ、VLFM プログラム卒業生（経営幹部）及び企業関係者の VLFM 指

導者としての積極的な活用や、成功事例・ベストプラクティスの出版やメディアを通した紹

介により、達成度が高い。一方、開始されたばかりの成果 4 の効果発現によるプロジェクト

目標達成への貢献はこれからである。 

なお、プロジェクト目標達成にかかわる外部条件として PDM 上で定義された「主要チャ

ンピオン企業が本プロジェクトから離脱しない」については、中間レビュー時点で満足され

ており、プロジェクト残り期間においても満たされていく見込みが高い。 

 

（2）貢献要因 

本プロジェクトの有効性を向上させている第一の貢献要因は、プロジェクト参加者による

「マインドセット（思考様式）の変化（Mindset Change）」と「セルフ・コントロール（克己

心、Self Control）」に係る理解と実践である。面談調査では、すべてのプロジェクト参加者が、

この二つの概念（キーワード）の重要性を挙げた。これらの概念が、ビジョナリー・トップ・

リーダーになることをめざす VLFM プログラム参加者（コース A、B、C、D）に必要な基本

概念（資質）であることを参加者全員が理解し、実務で実践しようとしていることが、プロ

ジェクトで期待された成果発現に貢献している。 

プロジェクトの有効性を向上させている第二の貢献要因は、プロジェクト参加者、CII 及

び 3 大学機関が、単に参加者のリーダーシップとマネジメント能力を向上させることだけで

なく、強化されたリーダーシップとマネジメント能力を製造業や企業の現場で実際に適用し、

企業競争力強化を実践していくことがより重要であることを十分に理解している点である。

プロジェクト参加者や企業は、“Do, Demonstrate and Assist”の精神の下で、本プロジェクト

で取得したスキル・ノウハウを実践し、その結果を社内及び VLFM コミュニティで普及、共

有することに強い意欲とコミットメントを有している。この高いレベルのオーナーシップ、

コミットメントは、3 大学が運営するコース B（PGPEX-VLM）の在校生や卒業生（プロジェ

クト参加企業に就職した卒業生）も有していることが、面談調査で明らかとなった。 

第三の貢献要因は、VLFM プログラムの下で強化された人材の効果的活用に係る一連のサ
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イクルの構築である。本プロジェクトでは、VLFM 卒業生（特にコース A や VSME プログラ

ムの卒業生）をモジュール・ディレクター、モジュール・デモンストレーター、その他のプ

ログラム運営支援要員として登用、活用することで、自立的な運営・指導体制の構築に成功

している。また、本プロジェクトで強化された人材（製造業の経営幹部）が、VLFM（また

は VSME プログラム）推進のリーダー役となり、各工場や社内全体、また次世代へのトレー

ニング、指導、技術移転を実施しており、プロジェクトの成果を組織的・自立的に拡大・発

展させていく仕組みがプロジェクト参加企業で形成されつつある。これらの VLFM の考え

方、ツールを移転する動きは、VSME プログラムに参加した二次サプライヤーを中心に、三

次サプライヤー・レベルや地域の製造業クラスターにも波及し始めていることが、中間レビ

ューの訪問・面談調査で確認された。 

第四の貢献要因は、本プロジェクトにおいてサクセス・ストーリーやベスト・プラクティ

スの効果的な普及・共有に関して大きな努力が払われてきた点である。積極的なメディアや

出版物での広報・啓発活動により、本プロジェクトが多くの人・企業の関心を引きつつ、プ

ログラムの透明性や VLFM ブランドの認知度向上・確立に貢献している。さらには、これら

の啓発活動により、本プロジェクトがインドの中央及び地方の政府関係機関の関心と理解を

得たことが、本プロジェクトでの効果的な成果発現に寄与した。 

 

４－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は「高い」。 

総じて、投入された日本人専門家、インド側の人材（C/P）、施設、一般経費等は、プロジェク

トの効率的運営に見合うレベルであり、期待された成果発現に寄与している。 

これまでに投入された、チーフ・アドバイザー、プロジェクト・コーディネーターを含む 4 名

の日本人専門家は、高い情熱とコミットメントをもって、効果的な技術移転、指導、調整を行っ

ており、インド側関係者から非常に高い評価を受けていることが面談調査で明らかになった。た

だ、本プロジェクトにおけるグリーン・マニュファクチャリングに関する日本人専門家のタイム

リーな派遣・配置には困難があった。 

インド製造企業、CII、3 大学等のインド側ステークホルダーによる、運営・指導者等の人材、

施設（研修室、機材、教室等）、資金の投入はプロジェクト運営に十分なもので、これら関係者は

自らの役割や責務を十分に認識し、非常に高いコミットメント、オーナーシップをもっているこ

とが、訪問・面談調査で確認された。 

プロジェクトのモニタリング及び調整機能を本来、果たすべき APEX 会議は本プロジェクト開

始以来、開催されていないものの、VLFM 理事会及びコース B に係る調整会議において、各プロ

グラムの効率的な管理・運営、調整、実施が適切に行われている。 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトは意義ある重要なインパクトをもたらす可能性をもつ。 
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（1）上位目標達成の見込み 

上位目標：プロジェクトに参加した企業の競争力と社会的課題への貢献度が高まる。 

指 標 達成度 

1. 参加企業の

業績 

1．本プロジェクトに参加した企業のめざましい業績改善は、出版物に記

されている成功事例やベスト・プラクティスからうかがえる。例えば、

VSME プログラムに参加した、一次及び二次サプライヤーの双方にお

いて、生産性の 2 倍以上の向上や仕掛品在庫 50％以上の削減等がみ

られた。 

2．面談調査によれば、多くのプロジェクト参加企業、特に二次及び三次

サプライヤー企業の業績が、コストや生産スペースの削減、納入リー

ドタイムの短縮及びバラツキの減少、新規の顧客開拓や新規契約の成

立による売上の増加を記録していることが判明した。 

3．3 年前に危機的な経営状況にあった、ある二次サプライヤー企業は、

VSME プログラムへの参加により、（対売上高）純利益率 10％の水準

に大きく経営改善し、操業時の燃油使用量を以前に比べて 3 分の 1 に

削減する改善を実現した14。 

2. 参加企業に

よる環境・

社会活動の

数 

1．面談調査によれば、VSME プログラム参加企業、特に二次サプライヤ

ー企業は、安全、健康、環境の面での意識が向上しており、生産工程

で省エネルギー対策などの具体的対策を講じている。 

2．ビレッジ・ブッダ・プログラムの成果が発現するにつれて、本指標の

達成度がさらに上がることが期待される。 

全般的な達成度と今後の見通し： 

本プロジェクトへの参加企業の多くが業績改善事例をみせており、本プロジェクトの中

期的インパクト発現の可能性を示すものである。これらのインド製造企業の成功事例はメ

ディア、出版物等を通して効果的に広報・啓発されており、VLFM プログラムや本プロジ

ェクトの価値と重要性が広く一般に広まると同時に、今後も継続して周知拡大が続いてい

くと考えられる。強化されたリーダーシップ・スキルをもつプログラム参加者の上級経営

幹部昇進が今後、実現していくと想定され、VLFM コミュニティの規模の拡大とともに改

革リーダーの増加によって、インド全体の製造業における競争力と社会的課題への貢献度

が高まることが期待される。プロジェクト参加企業やすべてのステークホルダーが今後も

自助努力を継続するとともに、PDM に記載されている上位目標達成の外部条件である「イ

ンド政府の製造業強化の政策・方針が継続する」が満足されれば、プロジェクト終了後 3

から 5 年の間に上位目標が達成される見通しは十分に期待できると判断する。 

 

（2）その他のインパクト 

本中間レビューでは、以下に記載するような、その他の正のインパクトがみられた。また、

負のインパクトは観察されなかった。 

 

                                                        
14 本事例については Box 3 を参照。 
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① 政府機関による VLFM プログラムの価値に対する認識の高まり 

本プロジェクトでは、人的資源開発省（MHRD）と零細中小企業省（Ministry of Micro 

Small and Medium Enterprises：MSME）と正の関係を強化することができた。MHRD の

主催・招へいによる会議において、IIMC、IITM 及び CII が本プロジェクトと VLFM プ

ログラムに関するプレゼンテーションを、MHRD 職員やインド国内すべての IIT 及び IIM

の学長の前で実施した。これにより、MHRD とインド国内のすべての IIT、IIM が、今

後、本プロジェクトで実現している協力関係の成功例を参考に、インド製造業強化のた

めの具体的計画を策定していくことについて貢献するともに、インドの高等教育機関に

おける本プロジェクトの価値に係る認知度が向上した。 

また、本プロジェクトに参加して経営改善に成功した二次サプライヤーは、MSME が

管轄・実施するクラスター開発プロジェクトにおいて、当該地域のコーディネーターと

して任命された。本プロジェクトの成果が、インド政府が進める中小企業クラスター戦

略の実施においても、正のインパクトを及ぼすことが期待される。 

 

② 日印関係の強化 

本プロジェクトに参加したインド製造企業のいくつかは、在インド日系製造企業と新

たなビジネス関係（顧客～サプライヤー関係）を構築することができた。なかには、優

良品質賞（Quality Award）を日系 OEM から受賞した企業もある。 

2014 年 9 月に東京で開催された日印首脳会議では、安倍晋三総理大臣とナレンドラ・

モディ・インド首相が互いに、本プロジェクトがインド製造業振興に係る日本の貴重な

貢献であるとして、プロジェクトの成果を高く評価するとともに感謝の意を表した。 

日本人や日本のビジネス界で今後、インド製造業に係る認知度が高まっていくことが

予想され、今後の日印関係がさらに強まっていくことが期待される。 

 

③ 本プロジェクト参加機関への評価の高まり 

本プロジェクトにより、参加製造企業のみならず、プロジェクト実施機関への評価も

高まっている。3 大学の一つである IIMC が 2014 年 8 月にインド国内の IIM で初めて、

ビジネススクール第三者評価機関（The Association to Advance Collegiate Schools of 

Business：AACSB）の表彰を受けた。この評価認定にあたっては、VLFM コース（コー

ス B）を管轄する IIMC の PGPEX-VLM 議長が、日本の支援による同プログラムの成功

と産学官連携の成果に関するプレゼンテーションを行い、受賞にあたってのプラスの要

因の一つとなった。 
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Box 3：プロジェクト参加企業の成功事例－315 

（経営破綻の瀬戸際から生き返り、Tier 2 の成功事例となった Paragon Autotech 社） 

1. 企業概要とプロジェクトとの関係 

・ VLFM プログラムの創設メンバーの 1 社である Sona Koyo Steering System 社16と取引関係の

ある Tier 2 企業。約 80 名の従業員（うち、17 名が女性）を有し、自動車産業向けのゴム、

プラスチック製品の製造・加工を主要事業としてきた。本社・工場はデリーに近いグルガ

オン地域にある。 

・ 事業不振の継続で 2012 年 3 月末での工場閉鎖・清算を考えていたが、Sona Koyo の支援で

2011 年の VSME コースに（社長が）参加しながら、Sona Koyo 社や JICA 専門家の支援の

下で工場内の生産フローの見直し、不採算ラインの閉鎖、5S/Kaizen、標準化を行うことで

事業再編を行うこととなった。 

・ 2011 年 7 月以降、VSME の各種ツール17を取り入れる（Do and demonstrate）とともに社長

自身が改革リーダーとして「マインドセット変化（Mindset Change）」を強く意識して、従

業員との一対一の対話や作業環境改善を行うことで、作業者モラルを上げるように努めた。

 

2. 具体的成果 

［1］Paragon 社の経営指標改善 

・ 2013 年 3 月までに劇的な生産性改善、品質向上を実現し、長く続いた赤字経営から脱して

2013 年 1-3 月期に四半期ベースで利益を出せるようになった。 

 

   Paragon 社での指標改善（2011 年 4 月～2014 年 3 月） 

指標/年度 2011-2012 2012-2013 2013-2014 

ゴム部品不良率指数 116,580（-） 33,400（-71％） 29,140（-13％）

在庫日数 9.9 日（-） 8.0 日（-20％） 6.5 日（-19％）

労働生産性（1 人当たり付加価値額） 2.33（-） 2.46（+5.6％） 2.63（+8.1％）

油圧作動油消費量 105.3（-） 81.3（-20％） 35.9（-56％） 

エネルギーコスト率（対売上） 7.3％ 6.9％（-5.5％） 6.6％（-4.3％）

・ 特に、不採算ラインの閉鎖、生産フロー改善や同期化進展による生産性向上等で、スペー

ス面、作業者配置の両面で、新製品のライン設置や生産が可能になり、コスト低減だけで

なく売上増加を同時に実現している。売上高は 2013-2014 決算で前年比＋23％となり、

2014-2015 年決算では前年比＋35％を予想している。 

・ 上記の結果、2013 年 1-3 月期に黒字転換した四半期ベースの売上高利益率は、現在では 10％

を超える水準となり、解雇予定だった従業員の雇用確保18と昇給（2 年で約 27％）も実現

                                                        
15 出所：プロジェクト関連資料、及び調査団による訪問・面談調査 
16 Sona Koyo は長年、VLFM/CSM プロジェクトへの支援、参加、協力を続けているインド側の重要ステークホルダーの 1 社

である。旧光洋精工（現 JTEKT）をはじめとする日系各社と協力関係にあり、主要顧客はグルガオンに立地する同社の近

隣にあるマルチ・スズキ社である。2002 年にデミング賞を受賞する等、品質や生産性に関して高い意識を有している。コ

ース A 卒業生 40 名を含めて、VLFM/CSM の各プログラムに研修生や運営・指導者を派遣している。VSME プログラムでは、

Sona グループが同社研修センターをプロジェクト用施設として提供するとともに、研修参加する Tier 2 に対して参加費を

補助する等、積極的なサプライヤー育成やコミュニティ形成による VLFM の普及・拡大を図っている。 
17 “Work Place Transformation Map”、“V Map 1”、“V Map 2 / V Map 3”、“Pareto”、“Quality Module”、“Energy Module”、“Heijyunka”

等 
18 同社は 3 名の身体的弱者を雇用するとともに、近郊農村に住む 11 名の下請け女性労働者とも契約（間接雇用）している。 
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している。 

・ 2013 年以降、日系製造企業数社の訪問を受け、そのうちの 1 社に対して 2014 年 9 月に製

品製造・納入を開始した。今後、日系企業との取引が増えて、売上高に占めるシェアも大

きく上昇することを想定している。 

・ VSME 活動の推進で、これまで知識・経験のなかった 5S の徹底やスペースの有効活用とと

もに、労働安全、省エネルギー、環境等に関する意識が高まった。現在、空きスペースに

緑の芝生を植えているが、今後、太陽光パネルを設置・活用して省資源・省エネルギーを

強化することを検討している。 

 

［2］その他のインパクト 

・ Sona Koyo 社から「ワースト・サプライヤー10 社」の一つとされ「Paragon が再生すれば関

連 Tier 2 各社に対する良い事例になる」ということで VSME に参加した経緯があり、本プ

ロジェクトの「成功事例」の一つとして多くの機会で発表を行うとともに、刊行物やウェ

ブサイトを通じて、本事例が共有されている。 

・ 同社の成功事例は MSME の目にもとまり、MSME が主導するクラスター・プロジェクトに

おけるグルガオン地区の活動に参加する 8 社の MSME グループの調整役（Coordinator）に

2014 年に任命された。 

・ 2014 年 9 月にマレーシアで開催された「Multi-country Observational Study Mission on 

Implementation of Lean Manufacturing in SMEs」に同社社長が MSME 職員 1 名とともに招待

され、本プロジェクトの成功体験を各国からの参加者に対して紹介・共有した。 

 

４－５ 持続性 

技術面でいくつかの課題があるものの、本プロジェクトの持続性は中間レビュー時点で「やや

高い」。 

また、本プロジェクトの持続性に関して VLFM プログラムでは、同プログラムが提供・強化し

ている哲学、知識・経験、リーダーシップ・スキルがインド製造業界において自律的に適用・拡

大していくことに重要性を見いだしているという点に留意する必要がある。 

 

（1）政策・制度面 

インド政府による製造業重視・育成の方針は継続している。本プロジェクトと VLFM プロ

グラムが、同国の包括的成長を促進するための有効な概念・手法であることが広く関係省庁、

製造企業に認知されてきている。本プロジェクトは多くの成果を出してきており、インドの

政策・制度面での大きな方針転換はないと判断する。制度的持続性を一層、向上させるため

には、政府による本プロジェクトの監督・指導体制に係る安定性が早急に確保されることが

望ましい。 

 

（2）組織面 

本プロジェクトの運営・管理、活動を自律的に継続・発展させる組織メカニズムは継続す

ると判断する。プロジェクト参加企業と CII はビジョナリー・リーダー育成に係るしっかり

とした運営基盤を形成している。PGPEX-VLM（コース B）の管理・運営を担う 3 大学はイ
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ンドで有数の高等教育機関であり、日印 2 カ国間の極めてユニークかつ効果的なコースの存

在に大きな誇りをもち、本プロジェクトが教育機関としてのブランドイメージの向上にも寄

与しているとの見方をしている。 

VLFM 理事会と調整委員会は、プロジェクト運営機関の間の協力関係増進を進めており、

本プロジェクトの管理・運営に係る組織的体制の強化に貢献している。 

以上の観点から、本プロジェクトの残り期間及びその後についても、効率的かつ自律的な

組織体制が継続する見込みが高いと考えられる。 

 

（3）財務面 

財政面では、運営費用の多くをインド側（プロジェクト参加企業、CII、3 大学、学生）が

負担しており（学費及び本邦研修渡航費含む）、今後もこの体制に変化はないと判断する。し

かし、現在、日本側が負担している一部の費用、とりわけコース A 及び B の参加者に係る本

邦研修の費用については、本プロジェクト終了後にインド側が負担していくことは困難があ

るとみられる。 

 

（4）技術面 

本プロジェクトでは専門家による適切な指導、技術移転によってインド側 C/P の技術的能

力は着実に向上している。プロジェクト参加機関の間の連携によって、参加企業、CII、3 大

学は VLFM プログラム各コースの内容、カリキュラム等を定期的にレビュー、更新を行って

いる。モジュール・ガイド、ディレクター、デモンストレーターは彼ら自身の経験、実践例、

成功例や、変化する産業界ニーズを反映して、各プログラムのモジュールの更新を行う仕組

みを構築し始めている。 

一方、技術的側面において、本プロジェクトが日本人専門家による支援・指導や本邦研修

（Japan Visit）に依然、依存していることも事実である。日本人専門家は本プロジェクトの技

術的な中核部分である BTM（Breakthrough Management）セッションや VSME プログラムの

研修に多大の貢献をしている。また、コース A と B の重要な技術的要素となっている本邦研

修は日本側リソース、特に専門家による高度な指導・支援の下で非常に周到に検討・設計が

行われ、実施されており、当面の間、日本人専門家との協働による技術面の強化が必要であ

る。この点ではプロジェクト終了後の技術的持続性に懸念が残る。 
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第５章 結論と提言 
 

５－１ 結 論 

本プロジェクトは前プロジェクトで構築した基盤を生かし、VLFM プログラムの活動をより強

化するとともに、新たな社会的プログラムであるビレッジ・ブッダ・プログラムを始動させた。

本プロジェクトは現時点では、その献身的かつ偉大な貢献がインド側ステークホルダーから常に

言及され称賛されている日本人専門家による多くの支援を得ている。同時に、インド側のプロジ

ェクト参加者、実施機関関係者それぞれの高いレベルのコミットメントとオーナーシップに支え

られ、インド製造業界において目に見える成功事例を生み出すとともに、同国の社会ニーズへの

貢献をしていくことが今後、期待される。 

インド政府及びプロジェクト裨益者のニーズは高く、本プロジェクトの妥当性は非常に高い。

プロジェクト目標達成の見込みは十分にあり、有効性は全体的に高いと判断する。しかし、残り

期間中における諸活動の一層の活性化と指標達成度の着実な向上が求められる。専門家、C/P、そ

の他の投入が成果発現に適切に転換されており、プロジェクトの効率性は高い。また、中期的視

点での意義ある重要なインパクト発現の可能性が高い。技術的側面を中心にいくつかの課題があ

るものの、本プロジェクトの持続性は中間レビュー時点で比較的、高いと評価する。 

 

５－２ 提 言 

上記の分析を踏まえ、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標の達成を確実にし、本プロ

ジェクトのインパクトと持続性を向上させるために、中間レビュー調査団は以下を提言する。 

 

（1）成果 1 に係る活動の強化 

上級経営幹部コース（コース A）の運営及び実施能力を一層、強化するためには、現地講

師（モジュール・デモンストレーター）の育成強化が重要である。そのためには、上級経営

幹部コースへの参加企業の多様化が必要である。例えば、自動車産業や電機・電子産業にお

ける OEM 企業が加入する業界団体に対する参加促進等の取り組みが求められる。また、経

営幹部による教官としての運営・指導能力を担保する観点から、資格内容とその制度化（資

格認証制度）についても検討していく必要がある。 

 

（2）VLFM プログラム（特に中級経営幹部コース）修了生の公的セクターでの有効活用 

2007-2008 年度から開始された中級経営幹部コース（コース B）は、これまでに 225 名の

卒業生を輩出し、製造業もしくは製造業に関連する企業に就職しているものの、政府機関や

国有企業に就職、活躍しているという事象は確認されていない。今後、インド政府が製造業

振興を効果的に実施していくうえで、公的セクターが VLFM プログラムの卒業生を積極的に

採用し、政策の立案や実施面において VLFM のコンセプトを反映していくために、卒業生の

活躍の場を拡大していくアプローチが必要と考える。 

 

（3）VLFM プログラム修了生の人的ネットワークの強化 

VLFM プログラム修了生の間の人的ネットワークの強化（同窓会活動の強化）はインド製

造業の持続的発展を進めるうえで重要である。本プロジェクトでは、中級経営幹部コース（コ
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ース B）の同窓会に関して、メーリングリストの整備やカリキュラム・レビューへの協力等

が開始されているが、VLFM プログラム修了生が自主的に製造業の発展に資する活動に取り

組んでいくことを後押しするため、本プロジェクトにおいて同窓会活動を活性化させていく

ことが重要である。例えば、同窓会組織による定期的な機関紙の発行や、VLFM プログラム

を通じて習得した知識やスキルを活用して誕生した経営改善や新商品・サービスの開発等に

おける「成功事例経験交流会」等のイベント開催等を支援していくことが考えられる。 

 

（4）PDM 及び PO の改訂 

成果 3 に係る活動については、当初、想定していたインド側 C/P が担当からはずれるとと

もに、省エネルギーに係るインフラやプロジェクト・ベースでの省エネルギー指導体制が普

及していることからニーズが高くないとの判断で、中間レビュー時点までの期間において具

体的な進展はなかった。一方、上級経営幹部コース（コース A）及び中級経営幹部コース（コ

ース B）において、専門家派遣または日本研修を通じた環境意識向上に資する科目（活動）

のニーズが改めて確認された。特に、アカデミア側には、日本の製造業や各製造企業・工場

で実施している省エネルギー技術や産業公害の歴史、最新の環境汚染への取り組み等につい

て引き続き関心が高いことが判明した。当該活動の規模感を考慮したうえで、環境意識の向

上と環境配慮型製造にかかわる課題への対応は PDM の成果 3 から削除したうえで、成果 1

に係る活動として追加することを提案する。 

また、プロジェクト目標及び各成果の達成状況をより適切に把握するうえで、一部指標を

改訂する必要が確認されたため、PDM 及び PO の改訂を行い、新たな PDM と PO を合同調

整委員会（JCC）において承認することを提案する。 

 

５－３ 教 訓 

中間レビューにおいて観察・把握された、JICA 技術協力プロジェクトの設計及び運営に係る今

後の教訓として以下の点が指摘できる。 

 

（1）プロジェクト哲学の共有 

本プロジェクトでは、プロジェクト参加者が VLFM プログラムの各活動に参加するに際し

て、プロジェクトが掲げている哲学を共有することで、主体者意識の強化や参加者の深い関

与を促しており、このような「プロジェクト哲学の共有」が有効性の向上や技術移転の効率

性を高めることに貢献できると考えられる。 

 

（2）科学的・実験的アプローチ 

成果 4 において社会環境に対応する取り組みとして、ビレッジ・ブッダという実験的かつ

挑戦的な新たな取り組み（成果に係る具体的な目標、活動の設定）が開始された。農村を調

査し、実際の住民のニーズを確認したうえで立ち上げられたプログラムであり、プロジェク

トの実施過程において当初 PDM にとらわれない柔軟な計画策定や資源配分を行いながら詳

細活動をモデル化・具体化していくアプローチといえる。このような科学的・実験的ともい

えるアプローチが、プロジェクトによるインパクト拡大の可能性を高めることに貢献してい

ると考えられる。 
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（3）ブランド構築を通じた成功 

本プロジェクトでは、「VLFM ブランド」の構築に最大限の努力を払ってきている。ブラ

ンド戦略の中核的要素はビジョナリー・リーダーの輩出であることはもちろんだが、同時に、

独自のロゴ、出版物/パンフレットのデザイン、そして（プログラム在籍者及び講師等のプロ

ジェクト関係者が全員着用する）VLFM/VSME のポロシャツや帽子等の具体的ツールの効果

的活用が行われている。これらによるブランドの構築・維持がプロジェクトの有効性を高め、

インパクト拡大をもたらす潜在性を高めているといえる。 
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